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第１章 計画に関する基本事項 

１ 計画策定の趣旨 

本市は、平成２１年（２００９年）に中核市へ移行し、保健所設置市として、保健事業
の充実と医療体制の整備を推進していく指針とするため、平成２３年に大津市保健医療基本
計画を策定しました。以降、第２期大津市保健医療基本計画、おおつ保健医療プラン２０１
９（第３期大津市保健医療基本計画）を策定し、市民のより健康でいきいきとした暮らしの
実現を目指して様々な施策を推進してきました。 

令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大は、保健医療体制、社会経済活動や日常
生活に様々な制限をもたらし、市民の心身の健康にも大きく影響しました。また、少子高齢化の
更なる進行など、本市の保健医療を取り巻く環境は大きく変化しています。 
 本市では、このような状況を踏まえ、本市の実情に即した質の高い効率的な保健医療体制の
強化を目指し、第４期大津市保健医療基本計画を策定します。 
 
【図１－１－１】沿革 
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２ 計画の位置付け 

 本計画は、大津市総合計画を上位計画とし、地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）
の下、本市の保健医療分野を中心とした施策を総合的に体系付けた中期的な指針として位置
付けています。 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の４第１項の規定に基づ
き滋賀県が策定する滋賀県保健医療計画、本市が策定する健康おおつ２１・大津市食育推
進計画、大津市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）・大津市国民健康
保険特定健康診査等実施計画、大津市がん対策推進基本計画、大津市感染症予防計画、
大津市自殺対策計画、大津市高齢者福祉計画・介護保険事業計画などの関連計画とも整
合を図っています。 

 
【図１－２－１】 計画の位置付け 
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３ 計画期間 

本計画は、令和７年度（２０２５年度）から令和１２年度（２０３０年度）までの６
年間を計画期間とします。ただし、期間中であっても保健医療を取り巻く状況の変化などにより、
必要に応じて見直しを行います。 

 
【図１－３－１】 計画期間 

 

    

４ 意見の反映 

 本計画の策定に当たり、大津市保健所運営協議会専門部会で審議をいただきました。また、令
和５年度（２０２３年度）に実施した「第４期大津市保健医療基本計画策定に関する市民
意識調査」（市民３，５００人の層化無作為抽出）の結果や令和６年（２０２４年）１
２月から令和７年（２０２５年）１月にかけて実施した計画案に対するパブリックコメントなどを
通じて、市民の意見を反映させました。 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）との関連性について 
大津市総合計画では、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の理念を踏まえて各施策を推進す
ることで、ＳＤＧｓの達成に寄与することとしています。本計画においても、ＳＤＧｓの視点を持
って、様々な主体と連携・協働しながら、保健医療施策の推進に取り組んでいきます。 

 

作成中 
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第２章 保健医療の現状 

1 本市の概況 

（１） 位置（地勢と交通） 
本市は、わが国のほぼ中央部にある滋賀県の琵琶

湖の西南部に位置する県庁所在地です。市域は南北
４５．６ｋｍ、東西２０．６ｋｍと細長く、地形
的には山と湖に挟まれています。北は高島市、東は草
津市、栗東市、西は京都市、南は宇治市、甲賀市、
宇治田原町に接しています。 

また、本市の西隣を南北に走る比叡山を挟んで西
隣の京都府の県庁所在地である京都市とは、都道府
県庁所在地同士が近接している立地です。 

ＪＲを利用して大津駅から京都駅まで約１０分、大阪駅まで約４０分と関西中枢へ近接
するとともに、国道１号、名神高速道路といった幹線道路のほか、京阪電車、ＪＲ琵琶湖線・
東海道新幹線などの公共交通機関が充実しており、交通の便に恵まれています。 

このような背景から、市民の生活圏は、日常生活圏域が広域化しやすい傾向にあります。 
 
（２） 面積 

面積は、現在４６４．５１ｋ㎡（令和４年（２０２２年）１０月１日現在）であり、
県面積（４，０１７．３８ｋ㎡）の約１２％を占めています。 

 
（３） 人口構造及び人口動態 

ア 人口・世帯数の推移 
本市の人口は、３４３，３７１人（令和６年（２０２４年）４月１日現在、男性

１６５，２５８人、女性１７６，１１３人）となっており、令和１２年（２０３０年）
には約３４５，０００人まで増加した後、令和３２年（２０５０年）には約３２０，０
００人まで減少することが予測されています。世帯数は増加傾向にあり、１５７，５３１世
帯（令和６年（２０２４年）４月１日現在）となっているのに対して、１世帯当たり人員
は減少傾向にあります。 

イ 年齢別人口割合の推移 －高齢化の進行－ 
本市の年齢５区分の人口構成は図２－１－２のとおりであり、この少子・高齢化の傾向は

今後も続くことが予測され、令和２２年（２０４０年）には後期高齢者の割合が大幅に増
加すると推測されます。 
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【図２－１－１】 人口及び世帯数の推移 

 

 

出典：大津市市政情報課資料（各年４月１日現在）、令和１２年（２０３０年）から令和３２年（２０５０年）は国

立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和 5 年（２０２３年）推計） 
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【図２－１－２】 年齢５区分別人口及びその構成割合  

 

 

 

 
出典：大津市市政情報課資料（各年 4 月 1 日現在）、令和１２年（２０３０年）から令和３２年（２０５０年）は 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和 5 年（２０２３年）推計） 

(単位：人)
平成18年

（2006年）
平成21年
(2009年)

平成24年
(2012年)

平成27年
(2015年)

平成30年
(2018年)

令和3年
(2021年)

令和6年
(2024年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

0～14歳 49,622 49,920 49,902 48,950 47,511 46,252 44,250 39,685 38,239 37,851 36,903 35,119
15～64歳 220,151 218,859 219,191 211,133 206,165 205,054 203,746 200,367 192,411 179,106 169,911 163,441
65～74歳 31,989 35,682 37,419 45,048 46,462 46,811 42,461 42,022 46,088 51,863 51,276 44,283
75～84歳 19,292 22,224 24,511 25,900 28,878 30,724 36,638 41,019 36,241 37,158 41,065 46,510
85歳以上 6,425 7,656 9,316 11,000 13,072 14,994 16,276 21,962 28,613 29,947 29,315 30,668

(再掲)65歳以上 57,706 65,562 71,246 81,948 88,412 92,529 95,375 105,003 110,942 118,968 121,656 121,461

(単位：％)
平成18年

（2006年）
平成21年
(2009年)

平成24年
(2012年)

平成27年
(2015年)

平成30年
(2018年)

令和3年
(2021年)

令和6年
(2024年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

令和32年
(2050年)

0～14歳 15.1 14.9 14.7 14.3 13.9 13.5 12.9 11.5 11.2 11.3 11.3 11.0
15～64歳 67.2 65.5 64.4 61.7 60.3 59.6 59.3 58.1 56.3 53.3 51.7 51.1
65～74歳 9.8 10.7 11.0 13.2 13.6 13.6 12.4 12.2 13.5 15.4 15.6 13.8
75～84歳 5.9 6.6 7.2 7.6 8.4 8.9 10.7 11.9 10.6 11.1 12.5 14.5
85歳以上 2.0 2.3 2.7 3.2 3.8 4.4 4.7 6.3 8.4 8.9 8.9 9.6

(再掲)65歳以上 17.7 19.6 20.9 24.0 25.8 26.9 27.8 30.4 32.5 35.4 37.0 37.9
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ウ 平均寿命と健康寿命 
本市の平均寿命は、令和３年（２０２１年）において、男性、女性とも全国、滋賀県よ

りも長くなっています。健康寿命は、男性、女性とも全国より長く、滋賀県と比較すると男性は長
く、女性はやや短くなっています。 

【図２－１－３】 平均寿命と健康寿命 

  

 
出典：滋賀県健康づくり支援資料集（令和 4 年度版）及び健康おおつ２１（第３次計画）・第４次大津市食育推進計画 

  

 
出典：厚生労働省科学研究「健康寿命のページ」のうち、日常生活動作が自立している期間の平均及び健康おおつ２１（第３

次計画）・第４次大津市食育推進計画、令和３年全国及び滋賀県のデータは滋賀県健康づくり支援資料集（令和 4
年度版） 

注：健康寿命とは「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」と定義されているが、その算出方法にはいくつか
の指標を用いており、ここでは、介護保険の要介護度２-５を不健康な状態としている。 
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エ 出生の推移 
令和４年（２０２２年）の出生数は、２，３５０人です。合計特殊出生率は、横ばい

からやや低下傾向にあります。 

【図２－１－４】 出生数と合計特殊出生率の推移 

 
出生数の推移                                         (単位：人) 

 平成 9 年 

(1997 年) 

平成 14 年 

(2002 年) 

平成 19 年 

(2007 年) 

平成 24 年 

(2012 年) 

平成 29 年 

(2017 年) 

令和 4 年 

(2022 年) 

出生数 3,058 3,106 3,001 2,949 2,736 2,350 

旧志賀町分を含む。 

 
合計特殊出生率の推移と滋賀県・全国との比較                      

 平成 9 年 

(1997 年) 

平成 14 年 

(2002 年) 

平成 19 年 

(2007 年) 

平成 24 年 

(2012 年) 

平成 29 年 

(2017 年) 

令和 4 年 

(2022 年) 

大津市 1.40 1.34 1.34 1.41 1.49 1.35 

滋賀県 1.51 1.44 1.42 1.53 1.54 1.43 

全国 1.39 1.32 1.34 1.41 1.43 1.26 
旧志賀町分を含む。 

合計特殊出生率＝１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率の合計 
出典：厚生労働省「人口動態統計」及び大津市保健所事業年報 
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オ 死亡の推移 
令和４年（２０２２年）の死亡数は、３，５６２人です。死亡率は、全国、滋賀県と

もに増加傾向が続いています。 

【図２－１－５】 死亡数と死亡率の推移 

 

死亡数の推移                                         (単位：人) 
 平成 9 年 

(1997 年) 

平成 14 年 

(2002 年) 

平成 19 年 

(2007 年) 

平成 24 年 

(2012 年) 

平成 29 年 

(2017 年) 

令和 4 年 

(2022 年) 

死亡数 1,807 1,927 2,366 2,724 3,057 3,562 

旧志賀町分を含む。 

 
死亡率の推移と滋賀県・全国との比較                           (単位：‰)  

 平成 9 年 

(1997 年) 

平成 14 年 

(2002 年) 

平成 19 年 

(2007 年) 

平成 24 年 

(2012 年) 

平成 29 年 

(2017 年) 

令和 4 年 

(2022 年) 

大津市 6.0 6.1 7.2 8.0 9.0 10.4 

滋賀県 6.8 6.9 7.8 8.8 9.4 11.0 

全国 7.3 7.8 8.8 10.0 10.8 12.9 
旧志賀町分を含む。 

死亡率＝（死亡数／人口）×1,000 
出典：厚生労働省「人口動態統計」  
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カ 乳児死亡 
令和４年（２０２２年）の乳児死亡率は、１．３で、全国、滋賀県と同水準となってい

ます。 

【図２－１－６】 乳児死亡率の推移 

 
旧志賀町分を含む。 

乳児死亡率＝(乳児死亡数／出生数)×1,000(乳児死亡：生後 1 年未満の死亡) 
出典：厚生労働省「人口動態統計」  

 
キ 新生児死亡 

令和４年（２０２２年）の新生児死亡率は、０．９で、全国、滋賀県と同水準となって
います。 

【図２－１－７】 新生児死亡率の推移  

 
旧志賀町分を含む。 

新生児死亡率＝(新生児死亡数/出生数)×1,000(新生児死亡:生後 4 週未満の死亡) 
出典：厚生労働省「人口動態統計」  
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ク 周産期死亡 
令和４年（２０２２年）の周産期死亡率は、３．０で、全国、滋賀県と同水準となって

います。 

【図２－１－８】 周産期死亡率の推移 

 
旧志賀町分を含む。 

周産期死亡率＝(妊娠 22 週以後の死産数＋早期新生児死亡数)／(出生数＋妊娠 22 週以後の死産数)×1,000 
出典：厚生労働省「人口動態統計」  
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（４） 疾病構造の動向 
ア 死因 

本市の令和４年（２０２２年）の死因順位は、図２-１-１０のとおり、第１位は悪性
新生物２４．４％、第２位は心疾患１５．６％、第４位は脳血管疾患６．８％となって
おり、この三つの死因が全体の４６．８％を占めています。 

また、男女別標準化死亡比は、本市は三死因の中でも男女ともに急性心筋梗塞による死
亡比が全国及び滋賀県より高くなっています。 

【図２－１－１０】 死因別構成割合                （令和４年（２０２２年）） 

 
出典：大津市「統計年鑑」及び厚生労働省「人口動態統計」 

【図２－１－１１】本市の三死因別死亡率の推移（人口 10 万対） 

 
出典：大津市保健所事業年報 
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【図２－１－１２】 男女別標準化死亡比（ベイズ推計） 
（男性） 

 
出典：厚生労働省「人口動態特殊報告」（平成３０年～令和４年） 

 
（女性） 

 
出典：厚生労働省「人口動態特殊報告」（平成３０年～令和４年） 
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（５） 医療施設等の状況 

ア 医療施設数                                  令和 4 年（2022 年）10 月 1 日現在 
区分 病 院 一般診療所 歯科診療所 合 計 

大 津 市 15 304 144 463 
滋 賀 県 58 1,145 564 1,767 

出典：厚生労働省「医療施設（動態）調査・病院報告」 

 
イ 病床数及び人口１０万対病床数                令和 4 年（2022 年）10 月 1 日現在 

区  分 
病床数 

病 院 一般 
診療所   精神病床 療養病床 一般病床 その他 

大 津市 3,862 850 656 2,311 45 138 
滋 賀県 13,863 2,271 2,476 9,019 97 465 
全 国 1,492,957 321,828 278,694 886,663 5,772 80,436 

出典：厚生労働省「医療施設（動態）調査・病院報告」 

 

区  分 
１０万対病床数 
病 院 一般 

診療所   精神病床 療養病床 一般病床 その他 
大 津 市 1,125.9 247.8 191.3 673.8 13.0 40.2 
滋 賀 県 983.9 161.2 175.7 640.1 6.9 33.0 
全  国 1,194.9 257.6 223.0 709.6 4.7 64.4 

出典：厚生労働省「医療施設（動態）調査・病院報告」 

 
ウ 薬局施設数                            令和 4 年（2022 年）3 月末現在 

区 分 大津市 滋賀県 
薬局数 152 653 

出典：厚生労働省「衛生行政業務報告例」及び大津市保健所事業年報 
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（６） 保健医療従事者の状況 
ア 医師・歯科医師・薬剤師・看護師・保健師従事者数          各年 12 月 31 日現在 

（単位：人） 
区分 医師 歯科医師 薬剤師 看護師 保健師 

平成 26 年（2014 年） 1,169 207 621 3,979 128 
平成 28 年（2016 年） 1,216 214 683 4,202 132 
平成 30 年（2018 年） 1,250 211 745 4,216 127 
令和 2 年（2020 年） 1,281 226 757 4,245 120 
令和 4 年（2022 年） 1,282 230 758 4,306 151 

（注）１．市内就業者数 ２．看護師には准看護師を含む。 
出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」及び大津市保健所事業年報 

 
イ 人口１０万人当たり医療従事者数             令和 4 年（2022 年）12 月 31 日現在 

（単位：人） 
区分 医師 歯科医師 薬剤師 看護師 保健師 

大津市 373.8 67.1 221.0 1255.4 44.0 
滋賀県 242.2 57.3 189.6 1151.1 51.3 
全 国 262.1 81.6 202.6 1253.3 48.3 

（注）１．市内就業者数 ２．看護師には准看護師を含む。 
出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」及び「衛生行政報告例」 

 
ウ 病院における１００床当たり常勤換算従事者数    令和 2 年（2020 年）10 月 1 日現在 

（単位：人） 

区分 

１００床当たり従事者数 
総 数 

 
医師 

歯科 
医師 

看護師・准看護師 
  看護師 准看護師 

大津市 161.5 25.3 0.6 73.0 68.6 4.4 
滋賀県 149.6 17.9 0.4 68.1 65.0 3.1 
全 国 141.8 16.4 0.7 61.9 55.8 6.1 

（注）総数には上記以外の職種が含まれているため、上記職種の合計と総数は一致しない。 

出典：厚生労働省「医療施設（動態）調査・病院報告」 
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エ 病院における人口１０万対常勤換算医師数                各年 10 月 1 日現在 
    （単位：人） 

区分 
人口１０万対常勤換算医師数 

平成 27 年 
(2015 年) 

平成 28 年 
(2016 年) 

平成 29 年 
(2017 年) 

令和 2 年 
(2020 年) 

大津市 274.9 284.3 287.2 284.2 
滋賀県 160.9 165.5 175.5 176.0 
全 国 168.9 171.5 171.7 192.7 

出典：厚生労働省「医療施設（動態）調査・病院報告」 
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２ 保健医療圏と基準病床数 
（１） 保健医療圏 
ア 保健医療圏の区分 

保健医療圏は、「滋賀県保健医療計画」で、県民の多様なニーズに対応し、適切なサービ
スを提供するために、機能に応じた関係機関の適正配置及び施策の効果的な展開を図るべき
地域単位として設定されています。 
○ 一次保健医療圏 

地域住民の日常的な傷病の診断・治療及び疾病の予防や健康管理等、身近で頻度の
高い医療福祉サービスに対応するための圏域であり、市町の行政区域とされています。 

具体的には、かかりつけ医、かかりつけ歯科医などが初期医療や在宅医療＊を提供します。 
○ 二次保健医療圏 

入院治療が必要な一般的な医療需要（高度・特殊な医療サービスを除く。）に対応す
るための圏域であり、医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定する区域として一般
病床及び療養病床に係る基準病床数はこの圏域ごとに定められています。 

また、医療機能の分化と連携による医療福祉提供体制整備についても、この圏域を基本
として推進します。 

○ 三次保健医療圏 
医療法の規定に基づく区域で、先進的な技術や特殊な医療機器の使用を必要とするな

ど、高度で専門的な医療需要に対応するための圏域であり、滋賀県全域とされています。 

イ 二次保健医療圏のこれまでの経過と現状 
滋賀県の二次保健医療圏は、昭和６３年（１９８８年）４月に策定した「滋賀県地

域保健医療計画」において、入院患者の受療行動、医療施設の配置状況、保健医療に関す
る行政や団体の区域、住民の広域的生活圏との整合性などを総合的に検討し、７つの圏域
が設定されました。以降、市町村合併に伴う一部区域の変更はあったものの、基本的には設定
当初の二次保健医療圏を単位として保健医療サービスの充実が図られてきました。 

また、平成２８年（２０１６年）３月に策定した滋賀県地域医療構想では、７つの二
次保健医療圏に合わせて構想区域を設定し、区域ごとに設置された地域医療構想調整会議
では、圏域ごとの課題や医療連携体制の在り方について協議が進められています。 

滋賀県における二次保健医療圏は、図２－２－１のとおりです。 
なお、疾病や分野によっては、医療の高度化への対応や医療資源の効率的な活用の観点

から、医療連携体制を構築する際に二次保健医療圏を越えた弾力的な圏域設定（ブロック
化）を行う必要があり、すでに精神疾患のうち精神科救急医療、周産期医療及び救急医療
について、ブロック化が行われています。小児救急医療（一部実施済み。）及び脳卒中並びに
心血管疾患の急性期医療についても、それぞれの分野でブロック化の検討が進められているとこ
ろです。滋賀県は、当面は二次保健医療圏域の区域は現行の７つの圏域を維持することとし
ています。 
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【図２－２－１】 二次保健医療圏図 

 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改訂） 

  
ウ 本市の保健医療圏の特徴 

本市は、１市のみで一次、二次保健医療圏を形成していますが、保健所設置市であること
から、保健所機能を十分に活用しながら総合的な医療福祉施策を推進することが求められてい
ます。滋賀県と連携しながら、より主体的に施策を推進する必要があります。 

このような保健医療圏の設定の下で、救急患者、脳卒中及び急性心筋梗塞などの急性期
患者の診療については、全て二次医療圏内でほぼ完結し、対応できている状況であるため、福
祉圏域との整合を図りながら、保健・医療・福祉が一体となって生活を支える「医療福祉＊」の
推進体制の整備が進みつつあります。 

大津保健医療圏 

東近江保健医療圏 

甲賀保健医療圏 

湖東保健医療圏 

湖北保健医療圏 

湖西保健医療圏 

湖南保健医療圏 
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（２） 基準病床数 
医療提供体制の基本となる各保健医療圏に整備・配置すべき医療資源の指標として、「滋

賀県保健医療計画」においては、各二次保健医療圏又は三次保健医療圏における病院及び
診療所の病床数が設定されています。 

これは、医療法の規定に基づく「基準病床数制度」と言われるもので、人口構成に応じた入
院需要等を考慮して各保健医療圏域における病床の数を決め、この数を超えない範囲で病床
を整備することにより、全国的な病床の適正配置を図ろうとするものです。 

この制度に基づき設定された大津保健医療圏における一般病床、療養病床と滋賀県におけ
る精神病床、結核病床、感染症病床の基準病床数及び開設許可病床数は、表 2－２－２
のとおりです。 

【表２－２－２】 基準病床数及び開設許可病床数 

保健医療圏名 病床区分 基準病床数 

既存病床数 
（令和５年（２０２３年）４月１日現在） 

合 計   
 一般 療養 

大津保健医療圏 
一般病床及び 

療養病床 
3,669 2,992 2,319 673 

滋賀県 
一般病床及び 

療養病床 
12,830 11,581 8,834 2,747 

 

区分 病床区分 基準病床数 
既存病床数 

（令和５年（２０２３年）４月１日現在） 

滋賀県 
精 神 病 床 1,812 2,238 
結 核 病 床 21 63 
感染症病床 34 34 

出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改定） 
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３ 保健医療の体制 
（１） 滋賀県における医療福祉提供体制の整備指針 

「滋賀県保健医療計画」は、滋賀県の保健医療施策推進の目標であると同時に、県内市
町の保健医療行政の計画的な運営指針でもあります。こうした位置付けの下で、滋賀県におけ
る医療福祉提供体制の整備について、次のとおり示されています。 
○ 市町、保険者は、健康診断に基づく保健指導を通じて、ハイリスク者に対する診療所、病

院での受診を推進することで、保健と医療及び医療機関相互の連携を図ります。 
○ 本県の医療提供体制は、二次保健医療圏域を基本とし、地域の実情に応じて救急医療、

災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む。）、
居宅等における医療（在宅医療）等の医療が効果的、効率的に提供できるよう整備・充
実を図ります。 

○ 二次保健医療圏域で特定の医療機能が不足する場合には、隣接する保健医療圏域との
連携を強化したり、従来の二次保健医療圏域にかかわらず弾力的に圏域を設定したりする
など、限られた医療資源を有効に活用することで、医療提供体制の確保を図ります。 

○ 三次保健医療圏域は、滋賀県全域として、特殊な診断や治療を必要とする高度・専門
的な医療、先進的な技術と医療機器の整備を必要とする医療などに対応します。 

 
また、医療機関の機能分化と連携について本市に係る内容は次のとおりです。 

○ 超高齢社会・人口減少社会を迎え、人口の急速な高齢化に伴い医療需要の増加が見
込まれる中、限られた医療資源を効果的、効率的に活用するため、地域の医療機関の機能
の分化と連携を進めるとともに、在宅医療を進めることで、急性期から回復期、慢性期、在
宅に至るまでの体制の構築を推進します。 

○ 医療機関が担っている医療機能（急性期、回復期、慢性期など）の情報を把握、分析し、
必要な医療機能がバランスよく提供される体制が構築されるよう努めます。 

○ 地域の医療機関が一体となって患者中心の医療を実現するため、入退院調整機能の充
実を進め、切れ目のない連携体制を構築できるよう努めます。 

○ 各保健医療圏域における医療機関の機能の分化と連携は、地域医療構想における将来
推計を参考に、県や市町、医療機関、医師会等で構成される地域医療構想調整会議に
おいて協議・調整を行い、関係者の協力を得て進めます。 

○ 病院と診療所の連携は、地域医療体制を構築する上で重要なことから、かかりつけ医当等
との適切な役割分担と連携を図り、地域医療の中心的な役割を担う地域医療支援病院＊
（大津赤十字病院、市立大津市民病院）の積極的・主体的な取組を求めていきます。ま
た、開放病床の利用促進を図り、病院と診療所の連携を推進します。 
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（２） 地域保健活動 
本市は保健所設置市として、地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）に基づき、食

育及び食品衛生、環境衛生、医事及び薬事、母子保健、成人及び高齢者の健康増進、歯
科保健、精神保健、難病対策、感染症対策等の市民の健康の保持・増進のための様々な取
組を実施しています。 

地域保健活動の推進における基本的な方向は、「地域保健対策の推進に関する基本的な
指針（平成６年１２月１日厚生省告示第３７４号）」に次のとおり示されています。 
 
 地域における地域保健対策の推進 
 １．自助及び共助の支援の推進 
 ２．住民の多様なニーズに対応したきめ細やかなサービスの提供 
 ３．地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくり 
 ４．医療、介護、福祉等の関連施策との連携強化 
 ５．快適で安心できる生活環境の確保 
 

【図２－３－１】地域保健に関連する様々な施策 

 
出典：厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/tiiki/index.html） 

を改変 
 

地域保健活動の推進に当たり、本市では「大津市子ども・若者支援計画」に基づき、こども
や若者が安心・安全な環境で健やかに成長できることを目指して母子保健や医療の充実に取
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り組むともに、「健康おおつ２１・大津市食育推進計画」に基づき、市民が健康寿命の延伸と
健康格差の縮小を目指した健康づくりに取り組んでいます。また、大津市国民健康保険の保険
者として「大津市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）・大津市国民健康
保険特定健康診査等実施計画」に基づき被保険者の健康の保持増進や生活の質の維持向
上を目指した取組を実施するとともに、「大津市がん対策推進基本計画」に基づきがんの予防
や早期発見、がんになっても地域で安心して自分が望む生活が実現できるまちづくりを目指した
取組を進めています。  

さらに、「大津市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」に基づき地域の中でいきいきと自
分らしく安心して暮らし続けられるまちを目指し、在宅医療・介護連携や認知症施策、介護予
防・介護保険サービスの充実等に取り組むとともに、「大津市自殺対策計画」に基づく自殺対
策を推進しています。 

 
○ 地域における保健師の活動 

地域における保健師の保健活動は、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」に則っ
て取り組んでおり、保健師は、地域保健対策の主要な担い手として重要な役割を果たしていま
す。また、地域における保健師の保健活動の充実強化に向けた取組については、「地域における
保健師の保健活動について（平成２５年４月１９日付け健発０４１９第１号）」等で、
国から次のように要請されています。 
  

保健師の保健活動の実施に当たっては、訪問指導、健康相談、健康教育、その他の直接
的な保健サービス等の提供、住民の主体的活動の支援、災害時支援、健康危機管理、関係
機関とのネットワークづくり、包括的な保健、医療、福祉、介護等のシステムの構築等を実施でき
るような体制を整備すること。その際、保健衛生部門においては、管内をいくつかの地区に分けて
担当保健師を配置し、保健師がその担当地区に責任をもって活動する地区担当制の推進に
努めること。 
 

本市では、保健所を中心に地域保健活動を実施するとともに、身近な保健活動の場として
市内 7 か所にすこやか相談所を設置し、保健師等による地域保健活動を実施しています。具
体的な取組については、「第５章２ すこやか相談所における地域活動の推進」に記載してい
ます。 
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（３） 疾病・事業ごとの保健医療体制 
医療法第３０条の３第１項の規定に基づき定められた「医療提供体制の確保に関する基

本方針（平成１９年厚生労働省告示第７０号）」では、新型コロナウイルス感染症への対
応の教訓を踏まえ、6 事業目として「新興感染症発生・まん延時の医療」を追加し、５疾病
（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾患）・６事業（救急医療、
災害時における医療、新興感染症発生・まん延時における医療、へき地の医療、周産期医療、
小児医療（小児救急医療を含む。））及び在宅医療を中心とした医療連携体制を推進し
ています。 

ア 医療法で定める５疾病 
（ア） がん 

【図２－３－２】 がんの保健医療体制（イメージ） 

 
がんは、国内における死因の第１位となっており、令和４年（２０２２年）には年間３

８万人以上の人が死亡しています。また、生涯のうちにがんにかかる可能性は、およそ２人に
１人であるとされています。がんは加齢により発生のリスクが高まることから、今後、高齢化の進
行とともにがん患者数や死亡数は増加していくことが予想されます。一方、がん医療は年々進
歩を遂げ、がんは長く付き合う慢性の病気になってきています。こうしたことから、がんの予防、
早期発見、適切な治療、治療と生活の両立支援などの総合的ながん対策は、今後ますます
重要となります。 

本市では、国や滋賀県のがん対策推進に向けた動きに合わせ、より一層がん対策に取り
組んでいくために、平成２８年（２０１６年）４月に大津市がん対策推進条例を施行し、
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「大津市がん対策推進基本計画」により、市民、保健医療関係者、事業者及び教育関係
者などがそれぞれの役割を持ち協働の下で、がんの予防及び早期発見の推進を始め、療養
生活の質的向上及びがん患者とその家族への支援などのがん対策を総合的かつ計画的に推
進しています。 

子宮頸がんについては、ＨＰＶ（ヒト・パピローマウイルス）ワクチン接種の積極的勧奨及
び定期的な子宮頸がん検診の受診勧奨を実施しています。 

 
（イ） 脳卒中 

【図２－３－３】 脳血管疾患の保健医療体制（イメージ） 

 

脳卒中は、死亡を免れても片麻痺などの障害が残ることも多く、患者及びその家族の日常
生活に与える影響は大きいと考えられています。 

このため、脳卒中は、発症予防のための生活習慣の改善や症状の早期発見、発症後の
救急搬送から急性期、回復期、維持期に至る一連の医療体制が重要です。 

脳卒中の治療においては、脳血管の閉塞や破綻に対する回復措置や再発予防とともに、
機能障害に対する治療が必要であり、リハビリテーションによる改善・回復のための療法が行わ
れています。 
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（ウ） 心筋梗塞等の心血管疾患 
【図２－３－４】 心血管疾患の保健医療体制（イメージ） 

 

心血管疾患は、自覚症状が出現してから治療が開始されるまでの時間や疾患によって治
療法や予後が大きく変わりますが、在宅復帰後は、基礎疾患や危険因子の管理に加えて、
慢性心不全の管理など、長期の継続した治療が必要となります。 

また、心血管疾患は、高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病、メタボリックシンドローム＊、
ストレスなどがその危険因子となります。発症予防のための生活習慣の改善や症状の早期発
見により適切な治療を行うことが重要です。 

心筋梗塞等の心血管疾患を発症した場合、急性期には内科的・外科的治療が行われ、
同時に再発予防や在宅復帰を目指して、患者教育、運動療法、心血管疾患のリハビリテー
ションが開始されます。 
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（エ） 糖尿病 
【図２－３－５】 糖尿病の保健医療体制（イメージ） 

 
糖尿病は、インスリン作用不足による慢性の高血糖状態を主な特徴とする代謝性疾患で

す。糖尿病には根治的な治療方法がないものの、血糖コントロールを適切に行うことにより、網
膜症や腎症などの合併症の発症を予防することが可能です。糖尿病の合併症の発症は、視
力の低下や人工透析等につながり、ＡＤＬ（日常生活動作）が制限されるなど、患者の
ＱＯＬ＊（生活の質）を低下させることから、その予防が重要です。 

糖尿病の発症に関連がある生活習慣は、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒習慣等であり、
発症予防には、これらの生活習慣の改善が重要です。 

糖尿病のリスクを把握することや、早期発見により重症化を予防するため、特定健康診査
や後期高齢者健康診査等を受診することが重要です。本市では、糖尿病の重症化予防対
策として、医療機関未受診者及び受診中断者への受診勧奨や治療中のハイリスク者への支
援等を実施しています。 

また、市内には、糖尿病の治療を行っている診療所や慢性合併症に対応可能な診療所
が複数あり、急性合併症及び慢性合併症の治療機能を有する病院や糖尿病教室を開催
している病院も複数あります。本市では、医療機関と連携しながら保健指導を実施するととも
に、大津市糖尿病性腎臓病等対策検討会を開催し、取組内容や個別症例の検討等を行
っています。 
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（オ） 精神疾患 
【図２－３－６】 精神疾患の保健医療体制（イメージ） 

 
精神疾患は、誰でもかかる可能性のある病気にもかかわらず、症状を自覚しにくい特徴があ

ります。また、疾患に対する偏見や誤解で受診に抵抗感を持たれることもあるため、症状が軽
い段階では受診せず、悪化して初めて受診することが少なくありません。さらには、受診及び治
療につながるまでの間、家族が孤立して悩みを抱え込み、疲弊していることも少なくありません。
このため、症状の早期発見・早期治療には、メンタルヘルス（心の健康）への関心を高め、
本人はもとより家族や身近な人の気付きや理解が重要です。また、自殺の多くは、多様かつ
複合的な原因や背景があり様々な要因が関連する中で起こるものの、その直前にうつ病を発
症していることが多いと言われているため、症状の早期発見・早期治療が重要です。 

本市では、精神疾患に対する正しい知識の普及・啓発を始め、医療や保健、福祉の関係
機関等と連携し、未治療者や治療中断者に対する訪問や受診支援を行うとともに、家族の
孤立を防ぐための交流会等の事業を実施しています。また、未受診等の精神障害者や精神
障害の疑いがある方に多職種による支援チームが介入する「精神保健福祉に関する早期介
入・支援事業」と救急告示病院を受診した自殺未遂者に専任の相談員が支援する「いのち
をつなぐ相談員派遣事業」を実施しています。 

精神科医療は入院中心から地域生活中心へと移行しており、精神障害の有無や程度に
かかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、
障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保さ
れた「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を目指した体制づくりを進めてい
ます。 
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イ 医療法で定める６事業 
（ア） 救急医療 

【図２－３－７】 救急医療の体制（イメージ） 

 
 

本市の救急搬送件数は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により一時的には減少し
ましたが、近年は増加傾向にあります。救急搬送者に占める軽症の割合は令和４年は６８．
５％を占めており、医療機関収容までの時間が延長していることから、救急車の適正利用が
必要です。 

本市の救急医療体制は、次のとおりです。 
 ① 病院前救護体制 

医療機関への搬送までに救急現場に居合わせた人がＡＥＤ＊等を使用して行う心肺
蘇生や救急救命士が行う救急救命処置等があります。 

本市における救急隊は、北部・中部・南部・東部の地域ごとに配置された消防署を拠
点に、１０台の救急自動車を保有し、専任隊員数は８０人（うち救急救命士４９人）
で組織されています。 

救急救命士は、救急現場から医療機関への搬送までの間、緊急の必要がある場合に、
医師の指示・指導・助言の下で一定の救急救命処置を実施することができます。 

本市では、病院前救護体制の質を医学的観点から保証することを目的に、救急告示
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病院＊、大津市医師会、滋賀県知事公室防災危機管理局、保健所及び消防局で構
成する大津市メディカルコントロール協議会を設置して、メディカルコントロール体制の充実・
強化を図るための協議を行っています。 
 

【図２－３－８】 救急出場件数の推移（滋賀県内） 

 

出典：滋賀県「令和４年版消防防災年報」 

 
【表２－３－９】 年次救急搬送件数等（大津市内） 

 
出典：大津市「令和６年版消防年報」 
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覚知から
医療機関までの
平均所要時間

覚知から
現場到着までの
平均所要時間

1日あたりの
出動件数搬送人員搬送件数出動件数

32分34秒8分48秒49.0件16,420人16,284件17,879件令和元年
（2019年）

33分31秒8分53秒43.2件14,315人14,231件15,808件令和2年
（2020年）

34分26秒9分13秒45.3件14,922人14,841件16,531件令和3年
（2021年）

36分02秒9分43秒53.0件17,435人17,346件19,348件令和4年
（2022年）

34分43秒9分47秒57.0件18,682人18,587件20,795件令和5年
（2023年）
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 ② 救急医療体制 
地域の診療所が比較的軽症の救急患者を受け入れています。 
また、歯科については、大津市歯科医師会が在宅当番医制で休日の受入体制を確保

しています。 
市内１５病院のうち６病院が救急告示病院として、緊急手術や入院治療の必要な

患者に対応する医療体制をとっています。特に、２４時間３６５日体制での救急医療を
確保するため、市立大津市民病院、大津赤十字病院、滋賀医科大学医学部附属病
院、地域医療機能推進機構滋賀病院（以下「ＪＣＨＯ滋賀病院」という。）、琵琶
湖大橋病院の５病院による病院群輪番制＊による体制をとっています。 

本市では大津赤十字病院の高度救命救急センター＊が重篤な救急患者（脳卒中、
急性心筋梗塞や重症外傷等、複数の診療科にわたる治療等を要する患者）を２４時
間３６５日体制で対応しています。 

また、滋賀医科大学医学部附属病院では、全科当直体制を敷き、急性大動脈解離
に対する緊急手術に対応する等、急性期医療の拠点病院としての機能を果たしており、
救命救急センターでは処置困難な重症患者も多数受け入れています。 
 
【表２－３－１０】 救命救急センターの状況（大津市内） 

 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月） 

  

専用病床数（床）

ICU CCU等　※ 救急担当
専任医師数

救急科
専任医数

大津赤十字病院 38 4 34 6 5 昭和57年3月24日

※ＣＣＵ等：ＩＣＵ，ＣＣＵ，ＳＣＵ，ＨＣＵ，熱傷ベッド、小児病床、その他 

　　　体制の概要

 名称

左記のうち
1日あたりの

従事医師数（人）
指定日
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（イ） 災害医療 
【図２－３－１１】 災害時における保健医療体制（イメージ） 

 

 
災害には、地震や豪雨、暴風、土砂崩れなどの自然災害から、鉄道や船舶等の事故、原

子力発電所での事故、テロ行為に至るまで様々な種類の災害があり、発生場所や発生時
刻等によって被災・被害の状況は大きく異なるため、それらの状況に応じた適切な医療の提
供が求められます。 

本市においては、大規模災害に備えた「大津市地域防災計画」の下、災害時の保健医
療体制については、本市と三師会（大津市医師会、大津市歯科医師会、大津市薬剤師
会）との間でそれぞれ災害時の医療救護活動についての協定を締結し、協力体制をとってい
ます。 

災害時には、多くの医療機関の機能が低下することが予想されます。本市内では、地域災
害拠点病院として滋賀医科大学医学部附属病院と市立大津市民病院が、災害医療に
関して、滋賀県全体の中心的な役割を果たす基幹災害拠点病院として大津赤十字病院
が指定されており、それぞれ重要な役割を担っています。 

また、航空搬送拠点臨時医療施設＊（ＳＣＵ）が滋賀県内で３か所設置され、併せ
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て、その運営に必要な資機材が整備されており、その１つが滋賀医科大学（担当医療機関
は滋賀医科大学医学部附属病院）となっています。 

さらに、本市内では、原子力災害拠点病院に大津赤十字病院と滋賀医科大学医学部
附属病院が、原子力災害医療協力機関に市立大津市民病院が登録されています。 

災害時の医療提供情報の発信については、広域災害救急医療情報システム＊（ＥＭ
ＩＳ）で、医療機関の被災状況や患者の受入れなどの情報を収集し、関係機関等に提供
するなど、被災地域の医療活動を支援する体制を整備しています。 

このほか、本市では災害時に備え、医療救護所で必要となる医薬品の保管や滋賀県及
び関係団体等と合同で訓練を実施しています。 
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（ウ） 周産期医療 
【図２－３－１２】 滋賀県周産期医療提供体制 

 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改訂）を改変 

妊婦及びその家族が、切れ目ない周産期保健医療を受けることにより、安心・安全な妊
娠・出産・産後のケアへとつながる体制が必要です。 

滋賀県内は分娩を取り扱う医療機関の減少に伴い、分娩可能数も減少していますが、大
津・湖西ブロックの分娩可能数は分娩数を上回って推移しています。 

本市の周産期医療体制は、周産期医療関連施設の状況及び周産期医療ネットワークに
よる母体・新生児の搬送受入実績を踏まえて大津赤十字病院が大津・湖西ブロックの周産
期医療の中核を担っています。 

滋賀県では正常な妊娠・分娩の場合は、身近な地域の医療機関（病院、診療所、助
産所）で対応し、ハイリスク妊婦・新生児は総合周産期母子医療センター及び地域周産期
母子医療センターが、周産期協力病院と連携して高度かつ専門的な医療の提供を行ってい
ます。新生児の救急搬送については、大津赤十字病院で、医師等が同乗し治療をしながら
新生児を搬送する新生児救急搬送車（新生児ドクターカー）の運営を行い、新生児医療
の確保、充実を図っています。本市内では、総合周産期母子医療センターと一般産科診療
所、助産院と連携してそれぞれの役割を果たしています。 

本市では、ハイリスク妊娠や未熟児等のハイリスク児を早期に把握し、保健と医療の連携
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による効果的な保健管理体制の下で適切な母子保健サービスを提供することを目的として
「ハイリスク妊産婦・新生児援助事業」を実施しており、令和５年（２０２３年）において
は、本市の全出生数２，３３４人の約２５％がハイリスク妊産婦・新生児連絡制度を利
用しています。また、産後ケア事業として、自宅での育児が不安な場合でも地域で安心して子
育てができるように産後の女性の心身のケアや育児の支援を行っています。 

また、周産期における関係機関の連携により、安心・安全な妊娠・出産・育児の支援がで
きるよう、大津保健医療圏域における「大津市周産期保健医療連絡調整会議」を開催し、
連携の強化及び保健医療関係者の資質向上を図っています。 

 
【表２－３－１３】産科医療機関（大津市内、分娩取扱あり） 

（令和５年（２０２３年）１１月現在） 
区分 医療機関名 

病院 
大津赤十字病院※ 

滋賀医科大学医学部附属病院※ 

診療所 

松島産婦人科医院 

桂川レディースクリニック 

竹林ウィメンズクリニック 

浮田クリニック 

助産所 槙田助産院 
※ 助産師外来あり 

出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改訂） 
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（エ） 小児医療 
【図２－３－１４】 小児医療の体制（イメージ） 

 
 

小児医療の現状として、１日当たりの全国の小児（０歳から１４歳まで）患者数は入
院約２万人、外来約７２万人（厚生労働省２０２０年患者実態調査）で、入院につ
いては、「周産期に発生した病態」、「先天奇形、変形及び染色体異常」、「神経系の疾
患」、「呼吸器系の疾患」が多く、外来については、呼吸器系の疾患が最も多くなっています。 

生活様式の変化や家族環境の変化に伴う育児不安の増大など、小児人口の減少に関
わらず、小児医療、特に小児救急医療の需要は増大しているのが現状です。 

滋賀県内の小児人口は、平成３０年（２０１８年）１月の１９８，４０１人から
令和６年（２０２４年）１月の１８０，９１４人に１７，４８７人減少しています。
しかし、痰の吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要なこどもは増加しています。 

滋賀県内で小児科を標榜している病院は３１病院、一般診療所では２１７施設となっ
ており、本市では５病院、３９診療所となっています（医療情報ネット（令和６年９月現
在））。また、令和２年度（２０２０年度）において、０～１４歳人口１０万人当た
りの小児科医師数は、全国平均約１2０人、滋賀県約１２５人に対し、本市は約１８
９人と滋賀県内の二次医療圏域の中でも最も多くなっています。 

小児専門医療を担う機関として、滋賀県立小児保健医療センターは難治・慢性疾患
（神経疾患・先天性整形外科疾患・アレルギー疾患等）の診療を担い、国立病院機構紫
香楽病院やびわこ学園医療福祉センター草津・野洲では、重症心身障害児に対する医療
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を行っています。 
〇 小児医療提供体制 

かかりつけ医である地域の診療所が主に入院医療が必要ない程度の治療を行い、比較
的軽症の救急患者を受け入れています。 

本市では、大津地域小児急病診察室を大津赤十字病院に設置し、大津市医師会と
京都大学医学部附属病院の小児科医師による協力体制の下、共同利用型病院方式
（他の病院や開業している医師が当番で休日や夜間の救急医療に当たる）で対応し、小
児救急医療体制を確保しています。 

〇 小児救急電話相談事業 
滋賀県では、小児の夜間、休日における急変時の保護者の不安を解消するとともに、適

切な受診を促すことで、重症化を防ぎ医療機関の負担を軽減するため、電話でアドバイスを
受けられる小児救急電話相談事業（短縮ダイヤル＃８０００）を実施しています。令和
４年度（２０２２年度）では滋賀県全体の相談件数１５，３９０件のうち、６０％
以上がすぐに受診を勧めておらず、医療機関の適正受診につなげることができています。更な
る利用促進のための本事業の周知にも努めています。 

 
（オ） へき地医療 

滋賀県は、へき地医療支援機構を設置し、へき地医療の総合的な診療支援事業の企
画・調整などを行うとともに、へき地医療拠点病院がへき地医療対策に係る各種事業を実施
しています。このへき地医療拠点病院は、無医地区＊等への巡回診療の実施、へき地診療
所への代診医の派遣、へき地医療従事者の支援・研修など、へき地医療を支援するための
拠点として長浜市立湖北病院、高島市民病院の２病院が指定されています。 

へき地診療所は、滋賀県内の７市に１３診療所が設置されています。本市では、葛川
地区で大津市国民健康保険葛川診療所を開設し、当該地域における医療の提供を確保
しています。 

 
（カ） 新興感染症発生・まん延時の医療 

令和４年１２月に「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以
下「感染症法」という。）」が改正され、保健所設置市にも感染症の予防のための施策の実
施に関する計画の策定が義務付けられたことにより、令和６年３月に「大津市感染症予防
計画」を策定しました。計画に記載しているとおり、感染症の発生とまん延の防止、感染症及
び病原体等に関する調査、病原体の検査能力の向上、感染症患者の移送における消防
局との連携、ＩＨＥＡＴの活用も含めた人材の養成、知識の普及啓発等を実施していま
す。 

また、感染症の急拡大時に保健所の感染症業務にあたる大津市感染症業務支援隊を
令和６年５月に発足し、新たな感染症の発生時における支援体制を構築しています。 
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ウ 在宅医療 

【図２－３－１５】 在宅医療（イメージ） 

 
出典：「滋賀県における在宅医療推進のための基本方針」を改変 

医療は、医療機関における入院医療と外来医療、訪問診療などの在宅医療に区分されます。 
在宅医療とは、寝たきり又はそれに近い身体状態のため通院に支障がある方に対し、医療従

事者が自宅（施設・居住系サービスを含む）を訪問し、継続的に医療行為を行うものです。 
在宅医療は、外来医療に比べ受けられる医療サービスに限りがあるものの、自宅など住み慣れ

た環境で生活しながら療養できるというメリットがあります。 
本市における高齢者数は令和２７年（２０４５年）頃まで増加し、その後減少に転じま

すが、７５歳以上の人口割合については増加し続けることが推計されています。図２－１－２
のとおり、人口は令和１２年（２０３０年）を境に緩やかに減少する推計となっている一方で、
６５歳以上の割合は増加する傾向にあります。この結果、医療需要量及び介護需要量はいず
れも増加することが推計されています。 

在宅医療は、入院や外来、介護、福祉サービスと相互に補完しながら、日常生活を支える医
療であり、地域包括ケアシステムに不可欠の重要な構成要素です。暮らしを分断せず、入院前か
ら退院後の在宅療養環境や本人や家族の状況を見据えた支援を行うには、在宅医療体制の
整備だけではなく、多職種・多機関連携の推進が必要となります。 

滋賀県では、「入退院支援・日常の療養、急変時・看取り」の４つの場面、「感染症・災害
発生時」及び「多職種・多機関連携をコーディネートする拠点機能の充実」のため取組を進めて
おり、本市では次のとおり取り組んでいます。 
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【図２－３－１６】 在宅医療と介護（地域包括ケアシステムの姿）  

 
出典：厚生労働省

(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-
houkatsu/index.html) 

 （ア） 入退院支援に係る支援 
本市では、「病院とケアマネジャーの入退院支援の手引き」を作成し、運用しています。令

和５年６月に実施した病院と介護支援専門員の連携に関する調査では、入院時に介護
支援専門員から病院へ情報提供を行った割合は９６．１％、退院時に病院から介護支
援専門員へ引継を行った割合は９５．９％と医療・介護の情報連携の取組は進んでいま
す。 

市内の病院では、患者本人の状態に応じて病院の特徴を生かしながら在宅療養を支援し
ています。 

【図２－３－１７】 市内１５病院における在宅療養を支援する機能 

 
令和６年４月現在 
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（イ） 望む場所での日常療養支援 
在宅医療を受けながら望む場所で日常療養するには、訪問診療や訪問看護ステーション

など様々な医療資源の利用が必要です。 
本市における在宅医療に関わる医療資源は次のとおりです。 

【表２－３－１８】 本市及び滋賀県内における在宅医療に関わる医療資源 

 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改定）を改変 
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〇 本市の診療所設置状況や在宅療養支援診療所などの状況 
本市の在宅医療に関わる医療資源は、２４時間体制で往診を行う在宅療養支援診

療所が６２か所、在宅療養支援病院が３か所、在宅療養後方支援病院が１か所、在
宅療養支援歯科診療所が６か所、訪問看護ステーションは６１か所あります（令和６年
（２０２４年）７月現在）。今後増大する在宅医療ニーズに対応するために、更なる充
実が必要になると考えられます。 

また、令和６年（２０２４年）７月現在での保健福祉ブロック別診療所開設状況や
在宅療養支援診療所の状況は、図２－３－１９ に示すとおりで、また、その特徴は次の
とおりです。 
【保健福祉ブロック別の診療所の特徴】  

 中南部、中部、東部、中北部は、相対的に診療所が多い。  
 志賀、南部、北部は、相対的に診療所が少ない。  

【保健福祉ブロック別の在宅療養支援診療所の特徴】  
 中北部、中南部、中部は、相対的に在宅療養支援診療所数が多い。 
 南部、東部、北部は、相対的に在宅療養支援診療所の６５歳以上人口千人対の
割合が低い。 

【図２－３－１９】 ブロック別診療所設置状況及び在宅療養・訪問診療実施診療所・病院
等の状況 

 
※１ 出典：近畿厚生局（令和６年（２０２４年）７月１日時点） 

※２ 出典：滋賀県国民健康保険団体連合会データ（令和５年（２０２３年）１０月３１日時点） 
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医療・介護の複合ニーズを抱える８５歳以上人口が増大する２０４０年頃を見据え、
在宅療養者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるようにするには、訪問診療や訪
問看護などの在宅医療を利用しやすい環境を整備する必要があります。限られた医療資源
の中、本市は、地域の病院が訪問診療を実施する診療所をサポートすることで、訪問診療
実施診療所の負担を軽減し、連携体制を構築できるよう、訪問診療バックアップ病院による
支援体制を構築しています。 

 
〇 本市の訪問看護ステーションの状況 

令和６年（２０２４年）７月現在での保健福祉ブロック別訪問看護ステーションの状
況は、図２－３－２０に示すとおりで、その特徴は、次のとおりです。 
【保健福祉ブロック別の訪問看護ステーションの特徴】 

 中北部及び中部は、相対的に事業所数が多い。 
 志賀及び北部は、相対的に事業所数が少なく、６５歳以上人口千人対では 
０．５を下回る。 

【図２－３－２０】 ブロック別訪問看護ステーションの状況  （令和６年（２０２４年）７月現在） 

 

 
〇 本市における訪問看護体制の強化 

２０４０年頃を見据えた在宅医療提供体制の確保に向け、効率的、効果的な訪問
診療を実施するには、多様なニーズに対応できる訪問看護体制が必要です。本市は、連
携体制の強化に向け、質の高い訪問看護サービスを２４時間３６５日提供する機能強
化型訪問看護ステーションの更なる整備を推進します。 
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（ウ） 急変時の対応や本人が望む場所での看取り 
高齢化の進行とともに、本市の死亡者総数も増加しており、平成２８年（２０１６年）

で２，９２４人、令和４年（２０２２年）で３，５６２人となっています。 
また、最期を迎えた場所は、図２－３－２１のとおり、令和２年（２０２０年）から自

宅死亡及び介護老人保健施設・老人ホーム・施設外その他の割合が大きく増加し、令和
４年（２０２２年）では３３．０％となっています。このような中、令和４年（２０２２
年）に実施した在宅医療に関する調査では、自宅で最期まで療養生活をすることに対して
「希望する」と回答した市民は６０％超となっている一方で、その回答の多くは「家族に負担
をかける」「急に病状が変わった時の対応が不安」といった理由で実現の困難性を感じていま
す。 

【図２－３－２１】 本市における人生の最期を迎える場所の推移 

 
出典：厚生労働省「人口動態調査」 

【図２－３－２２】 自宅で最期まで療養生活をすることへの市民の希望割合 

 
出典：大津市「在宅医療に関する市民調査」（令和４年（２０２２年）８月実施） 
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望む場所で日常療養しているときは、本人・家族は容態の急変などに備えておく必要があり
ます。このため、急変時に備えた訪問診療やバックアップ病院、訪問看護等との情報共有が
必要です。 

また、看取りには、在宅医療を利用する本人が「「どのように生き、どのように最期を迎えるの
か」について周囲の方に意思表示すること」（ACP：アドバンス・ケア・プランニング）が大切で
あり、本人と支援者が情報共有し、多職種チームによる一丸となった支援が必要になります。 

 
（エ） 感染症流行時や災害発生時への備え 

在宅療養者の災害時個別避難計画の作成を多職種連携協働により進めています。感
染症流行時や災害時に療養が継続できるよう、研修や訓練を実施しています。 

 
（オ） 多職種・多機関連携をコーディネートする本市の拠点機能 

市民が安心して在宅医療を選択できるよう、在宅医療を推進するには医療・介護を効率
的かつ効果的に提供する体制を確保し、医療と介護のサービスが包括的かつ継続的に提供
されることが重要です。そのためには、病院、診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーシ
ョン、あんしん長寿相談所、すこやか相談所などの医療・介護関係機関や従事する多職種の
参画及び医療・介護情報を活用し、連携することが必要です。 

本市では、７つの保健福祉ブロックをカバーする３つの拠点訪問看護ステーションが、円滑
な連携を図るため、医療介護福祉連携・相談の中核となっています。 

また、大津市医師会を始めとする関係団体との協働により設置している協議の場を活用し
て、在宅療養推進における課題を共有・協議し、連携体制の構築を推進しています。 
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【図２－３－２３】 大津市における在宅医療連携拠点 

 
令和６年４月現在 
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エ その他の医療 
（ア） 認知症 

認知症とは、脳の障害により記憶や判断力が低下し、日常生活に支障を来す病気の総
称です。 

高齢になれば、認知症にかかる可能性は高くなります。厚生労働省が公表している認知症
の人の将来推計では、各年齢の認知症有病率が一定の場合、高齢化の進行に伴い認知
症高齢者数は、令和７年（２０２５年）には約６７５万人、令和２２年（２０４０
年）には約８０２万人と、６５歳以上の高齢者の約５人に１人に達することが見込まれ
ています。認知症高齢者の増加に伴い、誰もが認知症とともに生き、誰もが介護者として関
与する可能性があります。 

認知症への対応は、日常の診療や家族への助言においてかかりつけ医が担う役割が大きい
ため、滋賀県において、かかりつけ医認知症対応力向上研修を実施し、認知症相談医制度
が整備されています。また、認知症疾患における鑑別診断、地域における医療機関等の紹介、
行動・心理症状＊への対応についての相談の受付などを行う専門医療機関として、認知症
疾患医療センター＊が、滋賀県内では８か所、本市では琵琶湖病院及び瀬田川病院の２
か所が指定されています。 

認知症は、早期診断・早期対応によって進行を遅らせることができる場合や治療することで
改善できる場合もあります。 

本市では、「大津市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」により総合的かつ効果的な
高齢者施策を推進しており、認知症初期集中支援チーム＊の配置や認知症疾患医療セン
ター、あんしん長寿相談所＊（地域包括支援センター＊）、認知症相談窓口協力事業所
といった認知症の人を支える医療・介護・地域等の連携強化により、効率的な支援体制を
構築しています。このほか、医療保険によるデイケアや、介護保険によるデイサービス、グループ
ホーム等の様々なサービスの充実に努めています。 

あわせて、市内各地で認知症サポーター＊及び認知症キャラバン・メイトの養成と地域活動
の推進にも努める等、様々な取組を行うとともに、「大津市認知症ガイドブック」を作成し、医
療・介護サービスが切れ目なく提供できるよう取組の普及に努めています。 

 
（イ） 慢性腎臓病 

慢性腎臓病（ＣＫＤ）＊は、原因疾患を問わず慢性に経過する腎臓病を包括するもの
で、脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患のリスクを高めるため、予防、早期発見、適切な治
療や保健指導により重症化を予防することが重要です。 

滋賀県内の慢性透析患者数は年々増加しており、令和３年（２０２１年）１２月
末現在で維持透析患者は３，４６４人となっています。新規透析導入原疾患の占める割
合では、糖尿病性腎症が最も高くなっています。健診受診による早期発見と、適切な保健指
導や治療による重症化予防、あわせて、糖尿病など生活習慣病＊対策と連携した対応が必
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要です。 
本市では、定期的な健診受診による早期発見の重要性の啓発や保健指導及び大津市

糖尿病性腎臓病重症化予防プログラムに基づく受診勧奨や保健指導を実施しています。ま
た、透析患者の災害時医療体制として、滋賀腎・透析研究会の琵琶湖透析医会災害時
透析ネットワークに参画しています。 

【表２－３－２４】 透析実施機関（大津市） 
区分 医療機関名 

病院 大津赤十字病院 
 市立大津市民病院 
 ＪＣＨＯ滋賀病院 
 琵琶湖養育院病院 
 琵琶湖大橋病院 
 滋賀医科大学医学部附属病院 
診療所 瀬田クリニック 
 わたなべ湖西クリニック 
 いしはらファミリークリニック 

出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改訂） 

 
（ウ） 難病 

原因不明で治療法が確立されていない難病は、長期の療養を要するだけでなく、症状の
重症化や障害の重度化に伴い、医療費や生活費など経済的な問題を抱え、難病患者の家
族を始めとする介護者の精神的、身体的な負担増加などの問題も生じることがあります。 

難病患者に対する良質かつ適切な医療の確保と療養生活の質の向上を図るための支援
として、「難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号。以下
「難病法」という。）」に基づき、指定難病の患者に対し、医療費の一部助成が行われていま
す。令和６年（２０２４年）４月１日現在、３４１疾病が難病法に基づく医療費助
成の対象とされ、本市での対象受給者証交付件数は令和６年（２０２４年）３月３
１日時点で３，３２１件となっています。 

滋賀県では、難病診療ネットワークの拠点となる難病診療連携拠点病院、専門領域の
診断と治療を提供する難病診療分野別拠点病院、身近な医療機関での医療とケアを実施
する難病医療協力病院を指定し、難病医療提供体制の充実を図っています。 

本市では難病地域対策協議会を開催し、地域の実情に合わせた課題を共有し、具体的
な対策を検討することで難病患者の支援についての連携強化を図っています。 

また、難病患者及びその家族が安定した療養生活を確保し、ＱＯＬ（生活の質）の向
上に資することを目的として、各種相談事業や医療講演会を実施しています。また、疾病の
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特性に応じたより良い支援を行うため、関係機関との連携を図るとともに、支援従事者の支
援技術向上を目的とした研修会を開催しています。このほか、災害に備え、難病患者の個別
避難計画の作成を進めています。 

これからも、難病患者が住み慣れた地域で安心して生活するためには、在宅療養を支える
医療・看護・介護・福祉関係者の相互の連携と資質の向上が必要です。 

【表２－３－２５】 重症難病医療拠点病院及び協力病院（大津市内） 
（令和６年（２０２４年）４月１日現在） 

 

◎：拠点病院 ○：協力病院  

出典：滋賀県難病医療連携協議会ホームページ 
 

（エ） 感染症 
感染症は、感染症法に定められている疾病で、一類感染症から五類感染症、新型インフ

ルエンザ等感染症、新感染症及び指定感染症に分類されています。 
感染症法では、一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等の患者の入院治療を

行うため、第一種感染症指定医療機関、第二種感染症医療機関として都道府県が医療
機関を指定しており、本市においては市立大津市民病院がその役割を担っています。平時か
ら本市、滋賀県及び病院が合同で一類感染症等患者発生時の対応訓練を実施するなど、
連携強化を図っています。 

「滋賀県保健医療計画」では、感染症の中でも特に結核、ＨＩＶ・エイズ（後天性免疫
不全症候群）及び梅毒、肝炎、麻しん・風疹について、疾病に対する予防、まん延防止、
早期発見・治療のための保健医療提供体制の充実を目標として掲げられています。本市で
は早期発見のため特定感染症検査として、ＨＩＶ、梅毒、Ｂ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウ
イルス及びＨＴＬＶ-１の検査を実施しています。 
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本市における結核の人口１０万人当たりのり患率は、令和４年（２０２２年）は全
国平均の８．２に対し１１．３となりました。結核患者の多くが高齢者であることから、市
内在住の６５歳以上を対象にした結核検診に取り組むとともに、医療機関や介護サービス
事業所等、施設での結核対策を推進しています。また、結核患者への保健指導、ＤＯＴＳ
（直接服薬確認療法）、接触者健康診断等を行っています。 

ＨＩＶ・エイズについては、滋賀県ではエイズを発病して初めてＨＩＶに感染していることに
気がつく事例が多いことから、引き続きＨＩＶの予防教育を含めた普及啓発及びＨＩＶ感
染者の早期発見・早期治療のための取組が重要です。このため、本市では、検査に加えて、
相談対応や啓発活動を行っています。 

梅毒については、感染者数は増加しており、滋賀県では、令和５年（２０２３年）は、
年間届出数が過去最高値である７８件となりました。また、本市においても年間届出数が過
去最高値の１８件となっている状況です。本市では、梅毒に関する発生動向を注視しながら、
早期の検査、相談対応、予防教育を含めた普及啓発に取り組んでいます。 

肝炎については、滋賀県全体でＢ型及びＣ型肝炎患者が約２～３万人いると推計され
ています。本市においては、平成１４年度（２００２年度）から４０歳以上の市民を対
象とした肝炎ウイルス検診で感染者の早期発見と検査陽性者に対する精密検査の受診勧
奨を実施しています。 

また、世界規模での移動や交流の活発化に伴い、これまで日本国内で発生の見られなか
った感染症の発生や排除されたと考えられてきた感染症の流行など、感染症をめぐる状況の
変化に適した対策が必要となっています。患者の発生状況など必要な情報を市民及び関係
機関に提供することで、感染症の早期発見・拡大防止を図るとともに、予防接種や保健指
導等による予防対策の強化、ICT の活用などを通じた業務の効率化を図っていくことが必要
です。本市においては、「大津市感染症予防計画」に基づき感染症対策を総合的かつ計画
的に推進します。 

 
【表２－３－２６】 感染症指定医療機関（大津市内） 

種別 指定医療機関名 感染症病床数 

第一種感染症指定医療機関 市立大津市民病院 2 床 

第二種感染症指定医療機関 市立大津市民病院 6 床 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改定） 

 
【表２－３－２７】 結核病床を有する第二種感染症指定医療機関（大津市内） 

医療機関名  結核病床数 

ＪＣＨＯ滋賀病院 37 床 

出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改定） 
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【表２－３－２８】 エイズ医療体制（大津市内） 
種別 医療機関名 

エイズ治療中核拠点病院 滋賀医科大学医学部附属病院 
エイズ診療拠点病院 大津赤十字病院 
エイズ診療協力病院 ＪＣＨＯ滋賀病院、市立大津市民病院、 

大津赤十字志賀病院 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改定） 

 
【表２－３－２９】 肝疾患診療体制（大津市内） 

種別 医療機関名 
肝疾患診療連携拠点病院 大津赤十字病院、滋賀医科大学医学部附属病院 

肝疾患専門医療機関 

市立大津市民病院、ＪＣＨＯ滋賀病院、 
瀬古内科クリニック、岡島内科胃腸科医院、 
なかじま内科クリニック、オクムラフォレストールクリニック、 
たいら内科・消化器内科クリニック 
出典：滋賀県保健医療計画（令和６年（２０２４年）３月改定） 

 
（オ） 薬事保健衛生 

医薬品は、疾病の診断、治療、予防を行うことを目的として使用されるものであり、承認さ
れた効能効果を発揮するためには、医薬品を適正に使用しなければならず、市民に対して広
く普及啓発していく必要があります。 

本市では、医薬品の十分な情報提供体制、適正な販売の確保及び医薬品の品質を確
保するために薬局や医薬品販売業者等への立入調査などを行っています。また、毒物劇物に
よる危害発生防止の観点から、毒物劇物販売業者等への立入調査なども行っています。 

近年、全国的に薬物乱用の低年齢化が進んでおり、特に青少年の大麻乱用が増加して
います。このため、滋賀県では「滋賀県薬物乱用対策推進本部」を中心にして、関係機関と
の連携を図り、普及啓発活動に努めています。本市においても、大津市薬剤師会と連携し、
市内小中学校において薬物乱用防止教室を開催し、薬物乱用の未然防止対策に取り組
んでいます。 

さらに、昨今では、若年者を中心に、市販薬を過量摂取するオーバードーズが問題化して
います。オーバードーズは健康被害や依存症を引き起こす危険性があることから、本市では、ホ
ームページや広報において、医薬品の適正使用を呼びかけ、注意喚起を行っています。 

また、多くの医薬品を服用することによる有害事象のリスクの増加や服薬アドヒアランス＊の
低下等の問題につながる状態（ポリファーマシー）を防ぐため、お薬手帳の活用や、かかりつけ
医やかかりつけ薬剤師・薬局への相談について啓発を行っています。 
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（カ） リハビリテーション 
滋賀県は「全てのライフステージにおいて、持ちうる能力を活かし、自立して活動・社会参加

しながら地域で暮らすことができている」を目指す姿としています。病院・施設等からの退院・退
所後、居住地域において切れ目なくリハビリテーションが受けられるよう、在宅医療・介護との
連携が必要です。 

本市では、急性期病院で急性期リハビリテーションが行われているほか、回復期病床がある
病院では回復期リハビリテーションが実践されつつあります。本市においては琵琶湖中央リハビリ
テーション病院に回復期リハビリテーション病棟を有しています。また、生活期のリハビリテーション
は、療養型病床を有する病院や介護老人保健施設において、日常生活に適した内容が提
供されています。 

個々の状態に応じてリハビリテーションサービスを利用できるよう、医療保険で実施する急性
期・回復期のリハビリから、介護保険で実施する生活期リハビリへ、切れ目ないサービス提供
体制を構築していく必要があります。多職種連携協働による在宅医療・介護連携推進事業
の取組や地域リハビリテーションサポーター会議を通して、病院と地域の連携強化を推進して
います。また、リハビリテーション専門職の実態調査により、現状把握と課題の抽出の上、会議
等で協議を行っています。 
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（４） 健康危機管理 
市町は、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」に基づき、地域において発生し得

る健康危機に対して、迅速かつ適切な危機管理を行えるよう体制を構築することが求められて
います。 

本市では、健康危機の発生に備え、平時から、法令に基づく監視業務等を行うことで、健康
危機の発生の防止に努めています。医事・薬事、食品安全及び生活衛生については、市民の
安心できる生活環境の確保のため、監視指導計画により計画的な監視及び指導を実施してい
ます。また、試験検査業務においては、専門的な技術を有する人員の確保、検査技術の向上、
検査の精度管理の徹底等に取り組み、機能強化に努めています。 

感染症対策においては、「大津市感染症予防計画」及び「健康危機対処計画」により、平
時においては、対応業務の効率化や有事に備えた訓練を実施しつつ、感染症発生時において
は即座に対応することとしています。また、感染症の急拡大時に保健所の感染症業務にあたる
大津市感染症業務支援隊を令和６年（２０２４年）５月に発足し、新たな感染症の発
生時における支援体制を構築しています。 

また、毎年、保健所防災訓練を実施し、健康危機発生時における保健所の管理体制、関
係自治体及び三師会（大津市医師会、大津市歯科医師会、大津市薬剤師会）等の専
門職能団体等との連携体制の強化に取り組んでいます。 
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第３章 おおつ保健医療プラン２０１９（第３期大津市保健医療基本計画）の評価 

１ 各分野における評価 

 おおつ保健医療プラン２０１９（第３期大津市保健医療基本計画）の計画期間満了に当
たり、保健医療について、市民の意識・実態を調査しました。この結果に基づき、分野ごとに市民が
なっているべき状態（最終アウトカム）及び市民が受けているべきサービスの状態（中間アウトカム）
の評価を行いました。 

 分野 1 母子保健 

  
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標１）〉

〈母子保健〉

(ｱ) 妊娠、出産を支援します 市民が安心して妊娠できる

妊娠１１週以下での妊娠の届
出率

↑

(ｲ) 子育てを支援します

出産後の4か月健診で、毎日
の生活に不安なく過ごせてい
る人の割合

↑

幼児健診で「子育てに充実感が

ある」と答えた人の割合
↑

(ｳ)

(ｴ)
発達障害がある又はその疑
いのある子どもの健全な成
長を支援します

全ての親と子どもが、心身と
も健やかに安心して暮らすこ
とができる

1

3

未熟児、疾病のある児を支
援します

市民が妊娠から出産、育児
期までを安心して過ごすこと
ができる

市民が安心して子育てできる
（子どもが健やかに成長でき
る）

子育てしている保護者と子ど
もが心身とも健やかに安心し
て暮らしていると感じる割合

↑

ア

2

いつまでもいきいきと暮らすことができる

生涯にわたる健康づくりができる

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 

 「あなたは、心身とも健やかに安心して暮らすことができていますか」という問いに対しては、「できて
いる」と「まあまあできている」を合わせた『できている』と答えた割合は８７．６％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

 市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

全ての親と子どもが、心身とも健やかに安心して暮らすことができる 
〔指標〕子育てしている保護者と子どもが心身とも健やかに安心して暮らしていると感じる割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 
（10 点満点） 

8.46 8.13 7.81 

標準偏差 1.84 2.04 2.15 

市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）と
比較して平均値が０．６５ポイント低下し、標準偏差が０．３１ポイント拡大する結果とな
りました。 
 中間アウトカムの全ての指標において目標を上回っているか同等レベルであることから、子育て
している保護者と子どもが心身とも健やかに安心して暮らすためには、母子保健のほかにも幅広
い取組が必要であると考えられます。 

 
 
 
 

41.1%
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1.6%
(2)
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問 あなたは、心身とも健やかに安心して暮らすことができていますか
※６歳以下のこどもがいる方のみ（n=129）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
母子保健分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  市民が安心して妊娠できる  
評価指標 

（成果） 
 妊娠１１週以下での妊娠の届出率  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 95.0％ 95.0％ 
実 績 値 94.7％ 97.5％ 97.1％ 
評 価 妊娠１１週以下での妊娠の届出率は、平成２９年度（２０１７年

度）は９４．７％でしたが、令和５年度（２０２３年度）は目標値
の９５．０%を上回る９７．１%となり、目標値を達成しました。 

 
中間目標②  市民が妊娠から出産、育児期までを安心して過ごすことができる  
評価指標 

（成果） 
 出産後の 4 か月児健診で、毎日の生活に不安なく過ごせている人

の割合 
 

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 87.0％ 87.0％ 
実 績 値 86.5％ 86.5％ 88.6％ 
評 価 出産後の 4 か月児健診で、毎日の生活に不安なく過ごせている人の割合

は、平成２９年度（２０１７年度）の８６．５%でしたが、令和５
年度（２０２３年度）は８８．６%となり、目標値を達成しました。 

 
中間目標③  市民が安心して子育てできる（子どもが健やかに成長できる）  
評価指標 

（成果） 
 幼児健診で「子育てに充実感がある」と答えた人の割合  

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 98.0％ 98.0％ 
実 績 値 98.0％ 98.2％ 97.1％ 
評 価 幼児健診で「子育てに充実感がある」と答えた人の割合は、平成３０年

度（２０１８年度）から目標値の９８%前後で推移してきており、令
和５年度（２０２３年度）は目標値の達成には至りませんでした。 
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分野２ 健康づくり  

 
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標１）〉

〈健康づくり〉

毎日飲酒している人の割合 ↓

２０歳の時の体重から１０kg以
上増加している人の割合 ↓

睡眠で休養が十分にとれてい
る人の割合 ↑

たばこを習慣的に吸っている
人の割合 ↓

家庭で受動喫煙の機会を有す
る人の割合 ↓

定期的にがん検診を受けてい
る人の割合

↑

特定健康診査を受けている人
の割合

↑

生活習慣病を予防し、いくつに
なっても、自分らしく前向きに
生活できる市民を増やします

(ｶ)

市民が健康につながる正し
い知識や情報を得ることがで
きる

(ｱ)

(ｲ)

(ｳ)

(ｴ)

(ｵ)

日常生活において歩行又は同
等の身体活動を１日１時間以
上実施している人の割合

↑

2

市民が健全な食生活を送る
ことができる環境を整えます

働く市民が健康に過ごすこと
ができるようにします

健康に関する情報を発信し
ます

1

健全な食生活が実践できる
市民を増やします

市民が、疾病予防に努める
とともに、病気の有無にかか
わらず、前向きに自分らしく
暮らすことができる

健康のために運動をしたくな
る環境を整えます

市民が健康を維持するため
の生活習慣に取り組むこと
ができる

健康づくりに関する情報への
アクセス数(大津市ホームペー
ジ）

↑
病気の有無にかかわらず、前
向きに自分らしく暮らすことが
できていると感じる割合

↑

ア

いつまでもいきいきと暮らすことができる

生涯にわたる健康づくりができる

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

病気があっても、主観的健康
観が「とても健康」「まあまあ
健康」と答えた人の割合

自分の健康への関心を高め
ます

市民が各種検診（健診）を受
けて病気の早期発見や健康
管理ができる

市民に病気があっても支援
を受けながら生活することが
できる

↑

3

4

がんになっても、自分らしく生
活できるようにします

(ｸ)
がんを早く見つけて、医療に
つながるようにします

(ｷ)

(ｹ)

(ｺ)
糖尿病になっても、自分らしく
生活できるようにします

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 

 「あなたは、疾患の有無に関わらず、自分らしく暮らすことができていますか」という問いに対しては、
「できている」と「まあまあできている」を合わせた『できている』と答えた割合は９１．７％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

市民が、疾病予防に努めるとともに、病気の有無にかかわらず、前向きに自分らしく暮らすこと
ができる 
〔指標〕病気の有無にかかわらず、前向きに自分らしく暮らすことができていると感じる割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 
（10 点満点） 

8.00 7.77 8.03 

標準偏差 2.17 2.15 2.02 

市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）と比
較して平均値はおおむね横ばい、標準偏差は０．１５ポイント縮小の結果となりました。令和
２年度（２０２０年度）には平均値が低下したものの、正しい食習慣についての普及・啓発
や、疾病予防や健康に関する啓発といった取組もあり、令和５年度（２０２３年度）には上
昇しています。 

 
 

 
 

44.3%
(679)

47.4%
(726)

6.7%
(103)

1.6%
(24)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問 あなたは、疾患の有無に関わらず、
自分らしく暮らすことができていますか （n=1,532）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
健康づくり分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 
中間目標①  市民が健康につながる正しい知識や情報を得ることができる  
評価指標 

（成果） 
 健康づくりに関する情報へのアクセス数（大津市ホ－ムペ－ジ）  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 74,000 件 77,000 件 
実 績 値 70,491 件 67,539 件 99,583 件 
評 価 健康づくりに関する情報へのアクセス数（大津市ホ－ムペ－ジ）は、平

成２９年度（２０１７年度）に７０，４９１件であり、令和５年
度（２０２３年度）は９９，５８３件となり、目標値を達成しまし
た。 

 
中間目標②  市民が健康を維持するための生活習慣に取り組むことができる  
評価指標 
（成果）a 

 毎日飲酒している人の割合  

年 度 平成 27 年度 
（2015 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 18.0％ 11.0％ 
実 績 値 26.0％ 25.4％ 24.9％ 
評 価 毎日飲酒している人の割合は、横ばいで推移し、令和５年度（２０２

３年度）は２４．９％となり、目標値の達成には至りませんでした。  
 

評価指標 
（成果）b 

 ２０歳の時の体重から１０kg 以上増加している人の割合  

年 度 平成 27 年度 
（2015 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 29.0％ 25.0％ 
実 績 値 33.0％ 35.1％ 36.5％ 
評 価 ２０歳の時から体重が１０kg 以上増加している人の割合は、平成２

７年度（２０１５年度）の３３．０%から徐々に増加し、令和５
年度（２０２３年度）は３６．５%となり、目標値の達成には至り
ませんでした。 
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評価指標 
（成果）c 

 日常生活において歩行又は同等の身体活動を１日１時間以上
実施している人の割合 

 

年 度 平成 27 年度 
（2015 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 

－ 

＜20～64 歳まで＞ 
38.5％ 

＜65 歳以上＞ 
53.5％ 

＜20～64 歳まで＞ 
41.0％ 

＜65 歳以上＞ 
55.0％ 

実 績 値 ＜20～64 歳まで＞ 
36.0％ 

＜65 歳以上＞ 
52.8％ 

＜20～64 歳まで＞ 
35.3％ 

＜65 歳以上＞ 
50.0％ 

＜20～64 歳まで＞ 
38.6％ 

＜65 歳以上＞ 
48.7％ 

評 価 日常生活において歩行又は同等の身体活動を１日１時間以上実施し
ている人の割合は、２０歳から６４歳までの年齢層では、平成２７年
度（２０１５年度）の３６．０%から令和５年度（２０２３年
度）に３８．６%まで向上しましたが、目標値の達成には至りませんで
した。 
６ ５ 歳 以 上 の年 齢 層 では、平 成 ２ ７ 年 度 （ ２ ０ １ ５ 年 度 ） の 
５２．８%から令和５年度（２０２３年度）に４８．７%に低下
し、目標値の達成には至りませんでした。 

 
評価指標 
（成果）d 

 睡眠で休養が十分にとれている人の割合  

年 度 平成 27 年度 
（2015 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 77.7％ 84.0％ 
実 績 値 69.5％ 65.8％ 67.9％ 
評 価 睡眠で休養が十分にとれている人の割合は、横ばいで推移し、令和５

年度（２０２３年度）は６７．９%となり、目標値の達成には至り
ませんでした。 
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評価指標 
（成果）e 

 たばこを習慣的に吸っている人の割合  

年 度 平成 27 年度 
（2015 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 11.6％ 8.6％ 
実 績 値 16.6％ 16.2％ 15.2％ 
評 価 たばこを習慣的に吸っている人の割合は、平成２７年度（２０１５年

度）の１６．６%から令和５年度（２０２３年度）に１５．２%
に低下していますが、目標値の達成には至りませんでした。 

 
評価指標 
（成果）f 

 家庭で受動喫煙の機会を有する人の割合  

年 度 平成 27 年度 
（2015 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 6.0％ 5.0％ 
実 績 値 6.8% － 4.1% 

令和４年度 

（２０２２年度） 
評 価 家庭で受動喫煙の機会を有する人の割合は、平成２７年度（２０

１ ５ 年 度 ） の ６ ． ８ %から令 和 ４ 年 度 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 ） に 
４．１%に低下し、目標値を達成しました。 
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中間目標③  市民が各種検診（健診）を受けて病気の早期発見や健康管理
ができる 

 

評価指標 
（成果）a 

 定期的にがん検診を受けている人の割合  

年 度 平成 28 年度 
（2016 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － 50.0％ 
実 績 値 36.5% 33.0% 39.8% 
評 価 定期的にがん検診を受けている人の割合は、平成２８年度（２０１

６年度）の３６．５ %から令和２年度（２０２０年度）には 
３３．０%に低下し、令和５年度（２０２３年度）は３９．８%
に向上したものの、目標値の達成には至りませんでした。 

 

評価指標 
（成果）b 

 特定健康診査受診率（大津市国民健康保険被保険者）  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 44.0％ 50.0％ 
実 績 値 38.1％ 32.5％ 38.2％ 
評 価 特 定 健 康 診 査 受 診 率 は、平 成 ２ ９ 年 度 （ ２ ０ １ ７ 年 度 ） の 

３８．１%から令和２年度（２０２０年度）に３２．５%に低下
しましたが、令和５年度（２０２３年度）は３８．２%に向上した
ものの、目標値の達成には至りませんでした。 

 
中間目標④  市民に病気があっても支援を受けながら生活することができる  
評価指標 

（成果） 
 病気があっても、主観的健康観が「とても健康」、「まあまあ健康」と

答えた人の割合 
 

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 向上 向上 
実 績 値 74.8％ － － 
評 価 評価指標を測定する機会がなかったため中間目標の評価には至りません

でしたが、分野別の最終アウトカムの結果から、大幅な低下はないものと
類推しています。 
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分野３ 高齢者支援  

 
 
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標１）〉

〈高齢者支援〉

要介護者・要支援者・総合事
業対象者の割合

↓

認知症になっても住み慣れた
地域で安心して生活すること
ができるかという問いに「そう
思う」、「ややそう思う」と答え
た市民の割合

介護の重症化防止に取り組
めるよう支援します

認知症の早期発見に取り組
みます

2

市民が、高齢になっても健康
を維持でき、生きがいをもっ
ていきいき暮らすことができ
る

市民が高齢になっても要介
護認定・要支援認定・総合事
業対象者とならずに生活する
ことができる

1

健康を維持でき、生きがいを
もっていきいき暮らすことがで
きていると感じる高齢者の割
合

↑

いつまでもいきいきと暮らすことができる

生涯にわたる健康づくりができる

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

(ｵ)

3

↑

↑

ア

(ｱ)

(ｲ)

(ｳ)

(ｴ)

介護予防に取り組めるよう支
援します

認知症の方とその家族を支
援します

市民が認知症になっても住
み慣れた地域で安心して生
活することができる

要支援者・総合事業対象者
となっても介護予防サービス
を利用して生活することがで
きる

要支援者・総合事業対象者の
うち介護予防・生活支援サー
ビスを利用して生活している人
の割合

認知症の方を地域で支える
仕組みをつくります

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 
 ６５歳以上の回答者のうち、「あなたは、健康を維持でき、生きがいをもっていきいき暮らすこと
ができていますか」という問いに対して、「できている」と「まあまあできている」を合わせた『できている』
と答えた割合は８５．９％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

 市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

市民が、高齢になっても健康を維持でき、生きがいをもっていきいき暮らすことができる 
〔指標〕健康を維持でき、生きがいをもっていきいき暮らすことができていると感じる高齢者の割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 7.61 7.12 7.37 
標準偏差 2.28 2.47 3.90 

 市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）と比較
して平均値は０．２４ポイント低下し、標準偏差が１．６２ポイント拡大する結果となりました。
令和２年度（２０２０年度）にかけて平均値が低下したものの、介護予防やサービス利用な
どの取組などにより令和５年度（２０２３年度）にはやや上昇しています。 

 
  

29.0%
(190)

56.9%
(373)

11.7%
(77)

2.4%
(16)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問 あなたは、健康を維持でき、生きがいをもっていきいき暮らすことができていますか
※65歳以上の方のみ（n=656）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
高齢者支援分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  市民が高齢になっても要介護認定・要支援認定・総合事業対象
者とならずに生活することができる 

 

評価指標 
（成果） 

 要介護者・要支援者・総合事業対象者の割合（各年４月１
日） 

 

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 19.9％ 21.5％ 
実 績 値 19.2％ 19.6％ 20.7％ 
評 価 要介護者・要支援者・総合事業対象者の割合は増加傾向にあるもの

の、令和 5 年度（２０２３年度）は２０．７％となり、目標値を達
成しました。 

 
中間目標②  要支援者・総合事業対象者となっても介護予防サービスを利用し

て生活することができる 
 

評価指標 
（成果） 

 要支援者・総合事業対象者のうち介護予防・生活支援サービスを
利用して生活している人の割合（４月実績） 

 

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 72.5％ 77.2％ 
実 績 値 67.4％ 55.5％ 53.7％ 
評 価 要支援者・総合事業対象者のうち介護予防・生活支援サービスを利用

して生活している人の割合は、新型コロナウイルス感染症の影響で低下
傾向にあり、令和５年度（２０２３年度）は５３．７％となり、目
標値の達成には至りませんでした。 
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中間目標③  市民が認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活することが
できる 

 

評価指標 
（成果） 

 認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活することができる
かという問いに「そう思う」、「ややそう思う」と答えた市民の割合 

 

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 51.7％ 54.7％ 
実 績 値 49.7％ － － 
評 価 評価指標を測定する機会がなく、中間目標の評価には至りませんでした

が、新型コロナウイルス感染症の影響下で開催できていなかった企業・職
域型の養成講座などの講座開設数・受講者数がともに増加し、復調傾
向にあります。 
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 分野４ 難病支援  

 

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標１）〉

〈難病支援〉

難病患者が生活に満足を感じ
ている割合

↑

介護負担を感じる家族の割合 ↓

災害時の援助方法が明確に
なっている難病患者の割合

↑

↑

ア

難病患者が安心して在宅療
養ができるように支援します

災害時に難病患者が適切な
対応をとることができるように
します

家族の生活の質（QOL）が高
くなっている

災害時の対応が地域ぐるみ
でできる

難病患者の家族や周囲の方
が本人に継続した支援がで
きるようにします 2

3

(ｱ)

(ｲ)

(ｳ)

いつまでもいきいきと暮らすことができる

生涯にわたる健康づくりができる

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

難病患者や家族が、望む場
所で望む人と、安心して自分
らしい生活を続けることがで
きる

難病患者の生活の質（QOL）
が高くなっている

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

1

難病患者及びその家族が自
分らしく暮らすことができると
感じる割合

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 
 難病がある方及びその家族のうち、「あなた（家族を含む）は、安定した社会生活をおくること
ができていますか」という問いに対して、「できている」と「まあまあできている」を合わせた『できている』
と答えた割合は８４．８％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

 市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

難病患者や家族が、望む場所で望む人と、安心して自分らしい生活を続けることができる 
〔指標〕難病患者及びその家族が自分らしく暮らすことができると感じる割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 7.58 5.83 7.30 
標準偏差 3.06 2.67 1.71 

 市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）と比較
して平均値が０．２８ポイント低下し、標準偏差が１．３５ポイント縮小する結果となりました。
令和２年度（２０２０年度）には平均値が低下したものの、個別相談などの取組により令和
５年度（２０２３年度）には上昇しました。 

 
  

31.6%
(25)

53.2%
(42)

8.9%
(7)

6.3%
(5)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問 あなた（家族を含む）は、安定した社会生活をおくることができていますか
※難病がある方及びその家族のみ（n=79）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
難病支援分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  難病患者の生活の質（ＱＯＬ）が高くなっている  
評価指標 

（成果） 
 難病患者が生活に満足を感じている割合  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和５年度 
（2023 年度） 

目 標 値 ― 88.0％ 90.0％ 
実 績 値 ― 86.1％ 83.4％ 
評 価 難病患者が生活に満足を感じている割合は、個別相談、家庭看護に

関する相談といった取組により増加傾向にありましたが、令和５年度
（２０２３年度）は８３．４％となり、目標値の達成には至りません
でした。 

 
中間目標②  家族の生活の質（ＱＯＬ）が高くなっている  
評価指標 

（成果） 
 必要な情報や支援が得られている割合  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 ― 92.0％ 95.0％ 
実 績 値 ― 90.9％ 88.5％ 
評 価 必要な情報や支援が得られている割合は、個別相談などの取組を行

い、保健所とのつながりを強化したものの、令和５年度（２０２３年
度）は８８．５%となり、目標値の達成には至りませんでした。 

 
中間目標③  災害時の対応が地域ぐるみでできる  
評価指標 

（成果） 
 災害時の援助方法が明確になっている難病患者の割合  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 ― 30.0％ 50.0％ 
実 績 値 22.0％ 42.5％ 47.6％ 
評 価 災害時の援助方法が明確になっている難病患者の割合は、平成２９年

度（２０１７年度）の２２．０%から大きく向上したものの、令和５
年度（２０２３年度）は４７．６%となり、目標値の達成には至りま
せんでした。 
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 分野５ 精神保健 

 
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標１）〉

〈精神保健〉

精神病床における65歳以上の
1年以上の長期入院患者

↓

精神病床における65歳未満の
1年以上の長期入院患者

↓

家族のうち健康で落ち着いて
生活できている割合

↑

精神障害や精神的健康問題に関心

を持ち理解することができる割合
↑

精神疾患がある方及びその家
族が自分らしく暮らすことがで
きていると感じるの割合

↑

いつまでもいきいきと暮らすことができる

生涯にわたる健康づくりができる

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

(ｳ)

ア

こころの健康づくりを支援し
ます

精神障害者及び精神的健康
に課題を抱える者を持つ家
族や周囲の方が継続支援を
できるように取り組みます

精神疾患に対する理解者を
増やします

精神障害者や精神的健康に課
題を抱える者の家族が健康で
落ち着いて生活できる

社会全体が精神疾患を受入
れることができる

2

3

(ｱ)

(ｲ)

精神障害者や精神的健康に
課題を抱える者及び家族並
びに地域住民が、安定した
社会生活を送ることができる

精神障害者や精神的健康に
課題を抱える者の状態が落
ち着いている1

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 

 精神疾患がある方及びその家族のうち、「あなた（家族を含む）は、安定した社会生活をおくる
ことができていますか」という問いに対して、「できている」と「まあまあできている」を合わせた『できてい
る』と答えた割合が６０．７％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

 市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

精神障害者や精神的健康に課題を抱える者及び家族並びに地域住民が、安定した社会生
活を送ることができる 
〔指標〕精神疾患がある方及びその家族が自分らしく暮らすことができていると感じる割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 6.09 5.53 6.11 
標準偏差 2.75 2.50 1.91 

市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）と比
較して平均値はおおむね横ばい、標準偏差は０．８４ポイント縮小する結果となりました。 

家族交流会への参加などを通じて精神疾患を抱える患者及びその家族が同じ境遇の人達と
つながることができ、医療機関の協力を得ることができた結果、自分らしい生活を送れていると感じ
る人が増加し、精神疾患がある方及び家族が自分らしく暮らすことができることに貢献していると考
えられます。 

 
 
 
 

20.0%
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40.7%
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28.9%
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10.4%
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問 あなた（家族を含む）は、安定した社会生活をおくることができていますか
※精神疾患がある方及びその家族のみ（n=135）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
 精神保健分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  精神障害者や精神的健康に課題を抱える者の状態が落ち着いて
いる 

 

評価指標 
（成果） 

 精神病床における６５歳以上の１年以上の長期入院者数  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 286 人 283 人 
実 績 値 289 人 280 人 194 人 
評 価 １年以上の長期入院者数（６５歳以上）は、計画期間を通して減

少の推移をたどっており、令和５年度（２０２３年度）は１９４人と
なり、目標値を達成しました。 

 
評価指標 

（成果） 
 精神病床における６５歳未満の１年以上の長期入院者数 

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 92 人 80 人 
実 績 値 103 人 98 人 71 人 
評 価 １年以上の長期入院者数（６５歳未満）については、令和５年度

（２０２３年度）は７１人となり、目標値を達成しました。 
 

中間目標②  精神障害者や精神的健康に課題を抱える者の家族が健康で落ち
着いて生活できる 

 

評価指標 
（成果） 

 精神障害者の家族教室・交流会の満足度  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 ― 95.0％ 98.0％ 
実 績 値 ― 95.0％ 96.0％ 
評 価 精神障害者の家族教室・交流会の満足度は、新型コロナウイルス感染

症の影響や、家族教室・交流会への参加者が固定化されたこともあり、
令和５年度（２０２３年度）は９６．０％となり、目標値の達成
には至りませんでした。 
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中間目標③  社会全体が精神疾患を受入れることができる  
評価指標 

（成果） 
 家族が精神の病気に罹った時に相談しようと思う割合  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 ― 90.0％ 95.0％ 
実 績 値 ― ― 93.0％ 
評 価 家族が精神の病気に罹った時に相談しようと思う割合は、令和５年度

（２０２３年度）は９３．０%となり、目標値の達成には至りません
でした。 
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 分野６ 感染症対策 

 
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標２）〉

〈感染症対策〉

先天性風しん症候群の発
生件数

→

結核り患率 ↓

集団発生事例における入
院患者の割合

↓

↑

ア

感染症の早期発見、早期治
療を支援します

感染症予防に取り組みます

市民が感染症にかかっても、
適正な医療や支援を受ける
ことができる（重症化予防）2

医療機関・施設等の感染症
対策を強化・支援します

(ｳ)

(ｲ)

(ｱ)

いつまでもいきいきと暮らすことができる

安全で快適な生活環境がある

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

市民が感染症の脅威から逃
れ、安心して暮らすことがで
きる

市民が感染症にかからない
（予防している）

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

1

感染症に関して不安なく暮ら
すことができていると感じる市
民の割合

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい

→ ・・・ 維持することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 
 「あなたは、感染症に関して不安なく暮らすことができていますか」という問いに対して、「できている」
と「まあまあできている」を合わせた『できている』と答えた割合は８８．２％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

市民が感染症の脅威から逃れ、安心して暮らすことができる 
〔指標〕感染症に関して不安なく暮らすことができていると感じる市民の割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 7.69 7.20 7.57 
標準偏差 2.28 2.30 2.14 

 市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）に比較
して平均値が０．１２ポイント低下し、標準偏差が０．１４縮小する結果となりました。 
 当計画期間中には、新型コロナウイルス感染症が拡大しましたが、感染症にかかっても適切な
医療や支援が受けられる体制整備に努めた結果、令和５年度（２０２３年度）の平均値は
平成３０年度（２０１８年度）とおおむね横ばいとなり、また標準偏差が縮小していることから、
市民が感染症に関して不安なく暮らすことができていると感じることに貢献していると考えられます。 

 
 
 
 
 
 

33.3%
(509)

54.9%
(840)

9.1%
(139)

2.7%
(41)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問 あなたは、感染症に関して不安なく暮らすことができていますか（n=1,529）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
※この問いの感染症とは、結核 や Ｂ型肝炎、はしか、風疹 など、かかると重症化しやすいものとしています。
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
 感染症対策分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  市民が感染症にかからない（予防している）  
評価指標 
（成果）a 

 先天性風しん症候群の発生件数  

年 度 平成 29 年 
（2017 年） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 0 件 0 件 
実 績 値 0 件 0 件 0 件 
評 価 計画期間を通して、先天性風しん症候群の発生はなく、目標値を達成

しました。 
 

評価指標 
（成果）ｂ 

 結核り患率（人口１０万人対）  

年 度 平成 29 年 
（2017 年） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 10.0 以下 10.0 以下 
実 績 値 12.0 8.1 7.5 
評 価 結核り患率は、令和５年度（２０２３年度）は７．５となり、目標

値を達成しました。 
 

中間目標②  市民が感染症にかかっても、適正な医療や支援を受けることができ
る（重症化予防） 

 

評価指標 
（管理） 

 集団発生事例における入院患者の割合（入院者数/有症者
数） 

 

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 2.0％ 0.0％ 
実 績 値 3.7％ 0.7％ 0.7％ 
評 価 集団発生事例における入院患者の割合は、平成２９年度（２０１

７年度）は３．７%でしたが、その後は目標値の達成には至らなかった
ものの、計画期間を通して１．０%未満で推移しました。 
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分野７ 生活衛生対策  

  
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標２）〉

〈生活衛生対策〉

(ｱ) 食中毒の発生を防止します

人口10万人当たりの食中毒
患者数

↓

食べ物や暮らしを取り巻く衛生
面に不安なく日常生活を送る
ことができていると感じる市民
の割合

↑

指導実施施設における翌年の
苦情再発率

↓

狂犬病予防接種率 ↑

いつまでもいきいきと暮らすことができる

安全で快適な生活環境がある

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

(ｳ)
動物の愛護と狂犬病の予防
を推進します

(ｲ)

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

ア

1

施設が原因となる感染症を
防止します

市民が衛生的な生活環境で
暮らすことができる

2

市民が健康で衛生的な日常
生活を送ることができる

市民が食中毒にならない

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい
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（１） 市民意識調査の結果 

 
 「あなたは、食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に不安なく日常生活をおくることができていますか」
という問いに対して、「できている」と「まあまあできている」を合わせた『できている』と答えた割合は 
９５．３％でした。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

市民が健康で衛生的な日常生活を送ることができる 
〔指標〕食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に不安なく日常生活を送ることができていると感じる市

民の割合 
最終アウトカムの状況 

 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 8.33 8.12 8.29 
標準偏差 1.92 1.82 1.84 

市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）に比較
して平均値が０．０４ポイント低下し、標準偏差が０．０８ポイント縮小の結果となりました。 
 当計画期間中には、新型コロナウイルス感染症の拡大により、生活衛生営業施設の利用に係
る不安感が生じる状況があったものの、各施策の取組の結果、令和５年度（２０２３年度）
は、平均値が平成３０年度（２０１８年度）とおおむね横ばいとなり、また標準偏差が縮小
していることから、市民が衛生面に不安のない日常生活を送ることに貢献していると考えられます。 

 
 
 
 

48.4%
(740)

46.9%
(718)

4.0%
(61)

0.7%
(11)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問 あなたは、食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に
不安なく日常生活をおくることができていますか（n=1,530）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
 生活衛生対策分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  市民が食中毒にならない  
評価指標 

（成果） 
 人口１０万人当たりの食中毒患者数（全国平均以下）  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － 9.5 人 
実 績 値 10.9 人 41.1 人 16.9 人 
評 価 令和５年度（２０２３年度）の人口１０万人当たりの食中毒患者

数は１６．９人でした。当該年度に発生した食中毒事件は１件のみで
したが、この事件の病因物質が患者数が多いことを特徴として持つノロウイ
ルスであったために、患者数が５１名となり、目標値の達成には至りません
でした。 

 
中間目標②  市民が衛生的な生活環境で暮らすことができる  
評価指標 
（成果）a 

 指導実施施設における翌年の苦情再発率  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 0.0％ 0.0％ 
実 績 値 0.0％ 11.1％ 0.0％ 
評 価 指導実施施設における翌年の苦情再発率は、令和５年度（２０２

３年度）は０．０％となり、目標値を達成しました。 
 

評価指標 
（成果）b 

 狂犬病予防接種率  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 80.0％ 80.0％ 
実 績 値 78.5％ 78.9％ 79.8％ 
評 価 狂 犬 病 予 防 接 種 率 は 、 令 和 ５ 年 度 （ ２ ０ ２ ３ 年 度 ） は 

７９．８%となり、目標値の達成にはわずかに至りませんでした。 
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 分野８ 医療体制・医療安全 

 
 
 
 
 
 

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標３）〉

〈医療体制・医療安全〉

(ｲ) 在宅療養・看取りを支援します

病床機能のうち、不足する病
床数（回復期）

※

(ｶ) 小児救急体制を確保します

　

↑

地域リハビリテーション支援
体制を整備します

適正な医療機能が保てるよう
にします

患者情報の共有を円滑にし
ます

長期療養や看取りに関す
る希望を持っている市民
の割合

かかりつけ医の活用をすす
めます

後方医療機関での休日、夜
間における受入れ体制を確
保します

歯科での休日における受入
れ体制を確保します

市民が適正に救急医療を利
用することができる

夜間の救急搬送で適切に利
用している割合（小児除く、夜
間の救急搬送で軽症を除いた
割合）

2

↑

1

市民が望んでいる安全・安心
な医療を受けることができる

市民が状態に応じた医療を
選択することができる

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

医療を身近に感じて、安心し
て受診することができていると
感じる市民の割合

↑

ア

いつまでもいきいきと暮らすことができる

安心して暮らせる医療体制がある

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ） （分野別最終アウトカム）

(ｳ)

(ｱ)

(ｸ)

(ｷ)

(ｵ)

(ｴ)
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（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）
取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ） （分野別最終アウトカム）

(ｹ)
医療などの安全・安心を確保
します

医療相談に対する相談者の納
得度

↑

市民が不安なく医療機関など
を利用することができる

市民が安全な医療などの
サービスを受けることができ
る

4

医療安全対策に関する委員会
を設置している病院の割合

※

3

体系図の記号について

↑ ・・・ 向上することが望ましい

↓ ・・・ 低下することが望ましい

→ ・・・ 維持することが望ましい

※ ・・・ 指標として数値目標になじ

まない。

（常に現状値を確認し継続

的な体制整備に努める。）
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（１） 市民意識調査の結果 

 

 「あなたは、医療を身近に感じて、安心して受診することができていますか」というという問いに対し
て、「できている」と「まあまあできている」を合わせた『できている』と答えた割合は８８．０％でし
た。 

 
（２） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 

 市民意識調査の結果から算出した最終アウトカム（指標）は以下のとおりとなりました。 
市民がなっているべき状態 

市民が望んでいる安全・安心な医療を受けることができる 
〔指標〕医療を身近に感じて、安心して受診することができていると感じる市民の割合 

最終アウトカムの状況 
 平成 30 年度 令和 2 年度 令和 5 年度 
 （2018 年度） （2020 年度） （2023 年度） 

平均値 7.91 7.70 7.79 
標準偏差 2.18 2.31 2.16 

市民意識調査の結果、最終アウトカムに関しては、平成３０年度（２０１８年度）に比
較して平均値が０．１２ポイント低下し、標準偏差が０．０２ポイント縮小する結果となりまし
た。 

当計画期間においては、新型コロナウイルス感染症の拡大により、医療体制の維持が非常に
厳しい局面もありましたが、適時適切な対応に努めた結果、市民が望んでいる安全・安心な医
療を受けることに貢献したと考えられます。 

 
  

40.4%
(618)

47.6%
(729)

10.1%
(154)

2.0%
(30)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問 あなたは、医療を身近に感じて、
安心して受診することができていますか（n=1,531）

できている まあまあできている あまりできていない できていない
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（３） 中間目標（中間アウトカム） 
 医療体制（医療安全）分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 

中間目標①  市民が状態に応じた医療を選択することができる  
評価指標 
（成果）a 

 長期療養や看取りに関する希望を持っている市民の割合  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和４年度 
（2022 年度） 

目 標 値 － 向上 向上 
実 績 値 72.5％ － 62.4％ 
評 価 長期療養や看取りに関する希望を持っている市民の割合は、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大によって、在宅療養の認識が高まった一方で、市
民啓発活動の機会が減少した結果、平成２９年度（２０１７年
度）よりも低下し、目標値の達成には至りませんでした。 

 
成果指標 
（管理）b 

病床機能のうち、不足する病床数（回復期） 

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 628 床 557 床 538 床 
評 価 病床機能のうち、不足する病床数（回復期）は、二次医療圏として地

域医療構想に取り組み、会議等を通して、適正な医療機能が保てるよ
う病院間との情報共有や共通理解を深めてきたことで、不足する病床は
減少しました。 

 
中間目標②  市民が適正に救急医療を利用することができる  
評価指標 

（成果） 
 救急搬送で適正に利用している割合 

（救急搬送で軽症を除いた割合） 
 

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 向上 向上 
実 績 値 32.0％ 33.5％ 31.5% 
評 価 救急搬送で適正に利用している割合（救急搬送で軽症を除いた割

合）は、市民への救急の適正利用を周知する取組を行った結果、計画
期間を通して適正利用率３０%台を維持したものの、目標値の達成に
は至りませんでした。 
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中間目標③  市民が安全な医療などのサービスを受けることができる  
評価指標 

（管理） 
 医療安全対策に関する委員会を設置している病院の割合  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 100.0％ 100.0％ 100.0％ 
評 価 医療安全対策に関する委員会を設置している病院は、計画期間を通し

て１００%を維持し、目標値を達成しました。医療機関立入検査の検
査項目の適合率も９５％以上の高値で推移しました。 

 
中間目標④  市民が不安なく医療機関などを利用することができる  
評価指標 

（成果） 
 医療相談に対する相談者の納得度  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － 向上 向上 
実 績 値 － 90.4％ 89.6％ 
評 価 医療安全支援センターの相談内容は医療内容や医療者とのコミュニケー

ションに関すること、健康や病気に関することなど多岐にわたり、相談者の
納得度は高水準を維持しましたが、目標値の達成にはわずかに至りませ
んでした。 
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 分野９ 健康危機管理  

 
  

〈市民のあるべき姿〉

〈あるべき姿（基本目標３）〉

〈健康危機管理〉

地域災害拠点病院数 ※ 災害に備えた体制構築状況 ※

国内発生があっても市内感染
者がでない

※
新型インフルエンザ等発生時
に備えた体制構築状況

※

災害が起こったとき、市民が
健康を保つことができる

市民が災害時に必要な保健
医療を受けることができる

1

新型インフルエンザ等が発
生したとき、市民が健康を保
つことができる

市民の健康維持に従事する保
健師など専門職の確保

2

※

災害が起こったとき、市民の
健康面の安全を確保します

市民が災害時に避難所、自
宅での生活を健康に送ること
ができる

3

ア

新型インフルエンザ等が発
生したとき、市民の健康面の
安全を確保します

市民が新型インフルエンザ
等に感染しない

自然災害等を想定した訓練・
研修の実施回数

※

新型インフルエンザ等に対す
る医療を提供する医療機関等
の数

4

※

いつまでもいきいきと暮らすことができる

安心して暮らせる医療体制がある

取組の総称

市民が受けているべき 市民がなっているべき状態

ﾌﾟﾛｾｽ指標又はｱｳﾄｶﾑ指標 アウトカム指標

（分野別最終アウトカム）ｻｰﾋﾞｽの状態（中間ｱｳﾄｶﾑ）

市民が新型インフルエンザ
等に感染しても必要な医療を
受けることができる

イ
(ｲ)

(ｱ)

体系図の記号について

※ ・・・ 指標として数値目標になじ

まない。

（常に現状値を確認し継続

的な体制整備に努める。）
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（１） 分野別の最終目標（最終アウトカム） 
最終アウトカムは以下のとおりとなりました。 

市民がなっているべき状態 
災害が起こったとき、市民が健康を保つことができる 
新型インフルエンザ等が発生したとき、市民が健康を保つことができる 

最終アウトカムの状況 
万一の発生に備え、体制整備に努めており、今後も継続的に行う 
・災害に備えた体制の構築 
・新型インフルエンザ等発生時に備えた体制の構築 
健康危機管理分野において、大規模地震や新興・再興感染症等の発生の有無については、

事前に想定することが困難であるため、数値目標を設定しておらず、定量的評価はありません。 
令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大に対応した経験を踏まえて、特に苦慮した人

員体制を構築するため、医療専門職や事務職員の応援体制の整備及び外部リソース等の活
用など次の健康危機に備えた健康危機対処計画を策定しました。また、人材育成のための災害
対応訓練の実施や実際に発生した鳥インフルエンザや能登半島地震への職員派遣などを行いま
した。 

 
（２） 中間目標（中間アウトカム） 

健康危機管理分野の中間アウトカムは、以下のとおりとなりました。 
中間目標①  市民が災害時に必要な保健医療を受けることができる  
評価指標 

（管理） 
 地域災害拠点病院数  

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 2 病院 2 病院 2 病院 
評 価 地域災害拠点病院数は、市内の災害拠点病院として、市立大津市民

病院及び滋賀医科大学医学部附属病院の２病院が維持されました。  
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中間目標②  市民が災害時に避難所、自宅での生活を健康に送ることができる  
評価指標 
（管理）a 

 市民の健康維持に従事する保健師など専門職の確保  

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 88 人 84 人 101 人 
評 価 当計画期間中は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により感染症

対応業務が爆発的に急増しましたが、保健師等の専門職の確保に努め
た結果、平成３０年度（２０１８年度）より１３名の増員となりまし
た。 

 
評価指標 
（管理）b 

自然災害等を想定した訓練・研修の実施回数 

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 2 回 2 回 9 回 
評 価 当計画期間中は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により研修の

実施回数が低迷しましたが、令和 5 年度（２０２３年度）は、令和
２年度（２０２０年度）を大幅に上回る回数の訓練・研修を実施し
ました。 

 
中間目標③  市民が新型インフルエンザ等に感染しない  
評価指標 

（管理） 
 国内発生があっても市内感染者がでない  

年 度 平成 29 年度 
（2017 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 0 人 918 人 904 人 
評 価 当計画期間中は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により感染

者数が大きく増加する推移をたどったものの、令和５年度（２０２３
年度）は感染者数が９０４名となりました。 
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中間目標④  市民が新型インフルエンザ等に感染しても必要な医療を受けること

ができる 
 

評価指標 
（管理） 

 新型インフルエンザ等に対する医療を提供する医療機関等の数  

年 度 平成 30 年度 
（2018 年度） 

令和 2 年度 
（2020 年度） 

令和 5 年度 
（2023 年度） 

目 標 値 － － － 
実 績 値 214 か所 216 か所 128 か所 
評 価 新型インフルエンザ等に対する医療を提供する医療機関等の数は、新型

コロナウイルス感染症への対応の過程で、感染症が疑われる患者の受入
可否を診療検査医療機関として明確に示したことによって、令和 5 年度
（２０２３年度）は１２８か所となりました 
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２ 総評 

 市民の満足度は、各分野において計画策定時（平成３０年度）から大きな変化はなく、
おおむね高い水準を維持しました。各分野における評価をみると、次の傾向がみられること
から、市民がいつまでもいきいきと暮らすため、各分野における取組を引き続き推進していき
ます。 

 健康づくり分野において、20 歳の時の体重から 10 ㎏以上増加している人の割合や定期
的にがん検診を受けている人の割合など、生活習慣や病気の早期発見や健康管理に関
する中間アウトカムの多くが目標値の達成に至っておらず、健康的な生活習慣の啓発をは
じめ、こどもの頃からの健康づくりへの取組が必要です。また、難病対策や精神保健分野の
最終アウトカムの平均値はほかの分野より低くなっており、多機関との連携した支援をはじ
め、難病や精神疾患を抱えながらも安心して生活できるような相談体制や地域づくりへの
取組が必要です。これらのことを踏まえ、全ての市民が生涯にわたる健康づくりができるよう、
予防の視点を重視した地域保健活動を積極的に進めていくことが重要です。 

 医療体制・医療安全分野において、長期療養や看取りに関する希望をもっている市民の
割合は計画策定時より低下していることから、市民が状態に応じた医療を選択することが
できるような取組が必要です。このことを踏まえ、在宅医療提供体制の整備や、ＡＣＰの
普及啓発が重要です。 

 健康危機管理分野において、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、感染症の
まん延に備えた医療専門職の確保、他部局からの応援体制、外部リソースの活用等の人
員体制を構築できました。今後も、この体制を維持・強化していく必要があります。また、平
時から関係機関等との連携を深め、健康危機発生時には迅速かつ適切に対応していく
必要があります。市民に対しては、新型インフルエンザ等に関する必要な情報を引き続き発
信していくことが重要です。大規模災害発生への備えとしては、平時における保健所対策
本部体制の整備を進めるとともに、訓練や研修を通じ、健康危機に対応する人材の継続
的な育成が必要です。 
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第４章 計画の基本理念と基本目標 

１ 基本理念 

大津市総合計画の基本構想に掲げたまちづくりの基本理念を踏まえ、今後のまちづくりにおいて、
市民、事業者と共に実現を目指す大津市の将来像である「ひと、自然、歴史の縁で織りなす 住み
続けたいまち“大津再生”」の実現を目指しています。その中で、保健医療分野においては、基本方
針「子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります」を推進しています。 
 この方針の下、本計画では、前計画であるおおつ保健医療プラン２０１９（第３期大津市保
健医療基本計画）の基本理念を継承し、こどもから高齢者まで市民の誰もが将来にわたり安心し
て大津で暮らし続けるための保健医療の仕組みづくりを推進します。 

＜ 基 本 理 念 ＞  

 

 
 
  

いつまでもいきいきと安心して暮らすことのできるまち・大津 

～ 健康は自分で・地域で・社会でつくる ～  
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２ 基本目標と分野 

本計画では、基本理念の実現に向けて、市民一人一人が自分の心と体の健康に関心をもち主
体的に健康づくりに取り組むとともに、身近な地域で安全・安心な保健医療サービスが受けられる健
康のまちづくりの実現を目指すため、前計画の 3 つの基本目標を引き継ぎ本計画を推進します。 
 基本目標の達成のための具体的な取組は９つの分野に整理し、それぞれの分野において、目標
（目指す姿）を定めています。 
 

基本目標 １  生涯にわたる健康づくりを進めます 

 市民一人一人が生涯にわたって健康に暮らせるよう、それぞれのライフステージに応じた保健医
療サービスの充実を図ります。 
分野における目標（目指す姿） 

（１） 母子保健 
全ての保護者とこどもが、心身とも健やかに安心して暮らすことができる 

（２） 健康づくり 
市民が、疾病予防に努めるとともに、疾病の有無にかかわらず、前向きに自分らしく暮らすこ

とができる 
（３） 高齢者支援 

市民が、高齢になっても健康を維持でき、生きがいをもっていきいきと暮らすことができる 
（４） 難病対策 

 難病患者や家族が、望む場所で望む人と、安心して自分らしい生活を続けることができる 
（５） 精神保健 

 精神障害者や精神的健康に課題を抱える人及びその家族が、安心して地域で生活を送る
ことができる 

 

基本目標 ２  安全で快適な生活環境づくりを進めます 

市民が快適に暮らせるよう、生活環境における保健衛生上の安全と安心を確保します。 
分野における目標（目指す姿） 
（６） 感染症対策 

 市民が、感染症に関して不安なく、安心して暮らすことができる 
（７） 生活衛生対策 

 市民が、健康で衛生的な日常生活を送ることができる 
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基本目標 ３  安心して暮らせる医療体制づくりを進めます 

 市民が安心して医療サービスの提供を受けられるよう、行政や医療機関等が連携し、医療体
制の整備・充実を図ります。 

分野における目標（目指す姿） 
（８） 医療体制・医療安全 

 市民が、望んでいる安全・安心な医療を受けることができる 
（９） 健康危機管理 

 災害が起こったとき、市民が健康を保つことができる 
 新型インフルエンザ等が発生したとき、市民が健康を保つことができる 
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３ 取組において重視する主な視点 

基本理念の実現のためには、市民一人一人が自分の心と体の健康に関心をもち主体的に健
康づくりに取り組むことが重要です。さらに、令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大や、
温暖化の影響による風水害や地震等が頻発する中、健康危機管理への課題が大きくなっていま
す。また、更なる少子高齢化の進行や２０４０年問題＊など地域医療への課題も継続してお
り、本市の保健医療行政に求められる役割は大きくなっています。 

この状況を踏まえ、本計画においては、次の３つを「重視する主な視点」とし、基本目標を達
成するための取組を展開します。 

 
（１） 地域保健の充実・・・予防の視点を重視した市民の健康づくりを推進します。 

本計画では、予防の視点を重視し、全ての人が生涯にわたり健やかで心豊かに生活するた
めの健康づくりを推進します。 

乳幼児期から高齢期までのライフステージや性差等に着目し、課題に応じた取組を推進す
るとともに、人の現在の健康状態は、これまでの生活習慣や社会環境等の影響を受ける可能
性があること、また次世代の健康にも影響を及ぼす可能性があることから、妊娠期やこどもの頃
からの健康づくりとよりよい生活習慣の形成に取り組み、高齢期までの生涯にわたる健康づくり
の推進に取り組みます。 

生活習慣病の予防に関しては、生活習慣の改善などの一次予防に加え、がん検診や特定
健康診査・特定保健指導等による早期発見・早期治療を目指した取組を推進します。また、
疾病や障害を抱えながらも大津でいきいきと暮らしていけるよう、重症化予防・再発防止等の
取組を行います。 

さらに、健康に過ごすことのできる生活衛生環境を整えることにより、食中毒予防や感染症
予防等の取組を進めます。 

健康づくりは、個人の取組が基礎となる一方、社会経済環境の影響も受けます。市民が互
いに支え合うコミュニティの強化を行うとともに、地区組織や事業者、団体等とも連携し、自然
に健康になれる環境づくりに取り組み、健康づくりに関心の薄い人も含めた誰一人取り残さない
健康づくりを推進します。 

 
（２） 地域医療の充実・・・在宅医療提供体制の整備、医療と介護の連携を推進します。 

本計画では、身近な医療におけるかかりつけ医等の定着や切れ目のない医療福祉サービス
が利用できる取組を推進します。今後増加すると予測される医療ニーズの高い在宅療養者が、
住み慣れた地域で安心して暮らすことができるように在宅医療提供体制の整備を行います。 

また、医療と介護の両方を必要とする方が、安心して在宅療養を選択できるよう、訪問看
護サービスの安定した提供をはじめ、必要なサービスが切れ目なく提供できる体制整備など、在
宅医療・介護連携を推進します。 
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（３） 健康危機管理の充実・・・平時から健康危機管理体制の強化に取り組み、新興感染症

や災害の発生に備えます。 
本計画では、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、大津市感染症予防計画及

び大津市健康危機対処計画等に基づき、研修や訓練を通して平時から保健所において健康
危機管理体制を整備・強化します。新たな感染症や災害の発生時には、保健所が地域保
健対策の拠点としての機能を発揮できるよう調整を行います。また、生活衛生分野においても、
事業者等への指導、市民・関係機関への周知啓発を行います。 
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４ 計画の体系 

【図４－４－１】 
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１ 基本目標の達成に向けた取組 

２ すこやか相談所における取組の推進 
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第５章 取組の推進 

１ 基本目標の達成に向けた取組 
基本目標１ 生涯にわたる健康づくりを進めます 

分野１ 母子保健 
（１） 現状と課題 

 乳幼児期から青年期までは、生涯の健康の基盤をつくる時期であり、自らのライフプランを考
え心身ともに健康で過ごすことができるよう、生活習慣病の予防やプレコンセプションケアを踏
まえた取組が必要です。 

 出生数が減少しているものの、低出生体重児や育児不安など、ハイリスク妊産婦・児の割
合は約 25%程度と高水準です。このため、妊娠初期から育児期にかけての親に対する心
身のケアの必要性が高まっています。また、多機関が連携し、課題を早期に把握し個々の
状況に応じた支援につなげていくことが必要です。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 
 

（２） 目指す姿（最終アウトカム） 
目指す姿 

全ての保護者とこどもが、心身ともに健やかに安心して暮らすことができる 
指標 現状値 目標値 

子育てしている保護者とそのこどもが、
心身とも健やかに安心して暮らしてい
ると感じる割合 

7.81 点/10 点 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア こども・若者が健康な生活を送ることができる 
指標 現状値 目標値 

20 歳未満（15∼19 歳）の
喫煙率（％） 

（男）3.2％ 
（女）1.8％ 

（令和 4 年度） 

（男）1.9％ 
（女）1.1％ 

（令和 12 年度） 

小学生 5 年生の肥満 割合
（男子・女子） 

（男）9.3％ 
（女）7.2％ 

（令和 4 年度） 

（男）8.0％ 
（女）5.2％ 

（令和 12 年度） 
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イ 市民が安心して妊娠できる 
指標 現状値 目標値 

母子健康手帳発行時に、「妊娠したこ
とがうれしい」と答えた妊婦の割合 

96.9％ 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
ウ 市民が妊娠から出産、育児期までを安心して過ごすことができる 

指標 現状値 目標値 
4 か月児健診で、「毎日の生活に不安
なく過ごせている」と答えた人の割合 

88.6％ 
（令和 5 年度） 

90％ 
（令和 12 年度） 

 
エ 市民が安心して子育てできる 

指標 現状値 目標値 
幼児健診で、「子育てに充実感があ
る」と答えた人の割合 

97.1％ 
（令和５年度） 

98.0％ 
（令和 12 年度） 

 
（４） 具体的な取組 

ア プレコンセプションケアの啓発を含めた生涯の健康の基盤づくり 
（ア）若年層に対する健康教育・啓発の実施 
イ 妊娠、出産の支援 
（ア）不妊、不育症に関する相談支援 
（イ）妊産婦への経済的支援 
（ウ）妊娠期を心身ともに健康に過ごせる支援 
ウ 健やかな子育ての支援 
（ア）産後うつへの対策 
（イ）親子対象の健康教育 
（ウ）育児相談・保健指導の実施 
（エ）乳幼児健診の実施及び適切な事後フォローの実施 
（オ）育児困難家庭の早期把握と早期対応 
（カ）多胎児家庭への育児支援  

エ 健康や発達に課題のあるこどもの発育発達や療養の支援 
（ア）疾病のあるこどもへの相談支援 
（イ）発達相談の実施と相談支援に関する周知 
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体系図 
 

 

<基本目標１>
生涯にわたる健康づくりを進めます

目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1 若年層に対する健康教育・啓発の実施 1-1 20歳未満（15∼19歳）の喫煙率（％）

1-2 小学生5年生の肥満割合（男子・女子）

2-1 不妊、不育症に関する相談支援

2-2 妊産婦への経済的支援

3-1 産後うつへの対策

3-2 親子対象の健康教育

3-3 育児相談・保健指導の実施

3-4 乳幼児健診の実施及び適切な
事後フォローの実施

3-5 育児困難家庭の早期把握と早期対応

3-6 多胎児家庭への育児支援

4-1 疾病のあるこどもへの相談支援

4-2 発達相談の実施と相談支援に関する周知

市民が安心して子育てできる

幼児健診で、「子育てに充実感がある」と答え
た人の割合4

4

妊娠、出産の支援

子育てしている保護者とそのこどもが、
心身とも健やかに安心して暮らしていると
感じる割合

取組の成果
（中間アウトカム）

4か月児健診で、「毎日の生活に
不安なく過ごせている」と答えた人の割合3

母子健康手帳発行時に、「妊娠したことが
うれしい」と答えた妊婦の割合2

2 市民が安心して妊娠できる

市民が妊娠から出産、育児期までを
安心して過ごすことができる3

全ての保護者とこどもが、心身とも
健やかに安心して暮らすことができる

こども・若者が健康な生活を送ることが
できる1

妊娠期を心身ともに健康に過ごせる支援

健やかな子育ての支援

プレコンセプションケアの啓発を含めた
生涯の健康の基盤づくり

<基本理念>
いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

取組の総称

具体的な取組 指標

1

3

2

4 健康や発達に課題のあるこどもの
発育発達や療養の支援

2-3
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分野２ 健康づくり 
 
（１） 現状と課題 

 健康づくりは個人の生活習慣が基本ですが、健康寿命を延伸するためには、自らの健康に
関心の高い人だけでなく健康に関心の低い人も含め、全ての人が健康になれるよう、地域
や事業所等と連携した健康なまちづくりが必要です。 

 生活習慣病は自覚症状が乏しいため、個人の状態に応じた保健指導を実施することによ
り生活習慣病の発症予防・重症化予防につなげることが重要です。 

 若い世代は朝食を欠食する人の割合が２０％を超えていることから、朝食の欠食の改善
を含めた食生活の改善に取り組む必要があります。 

 従業員の健康管理に取り組む事業所も増えてきており、働く世代の健康づくりには、事業
所と連携した取組が重要です。 

 特定健診や各種がん検診の受診率は目標値に届いておらず、病気を早期に発見できる
ようにするために、受診勧奨や健康教育などにより、健（検）診の受診につなげていくこと
が必要です。 

 歯・口腔の健康が全身の健康にも関係していることが指摘されるなど、全身の健康を保つ
観点からも生涯を通じた歯・口腔の健康づくりが必要です。 

 がんの治療や検査を受けながら働き続けることができると感じている人を増やしていくために、
中小企業を中心に、仕事と治療の両立支援の環境整備に関する取組を進める必要があ
ります。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 

 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 
市民が、疾病予防に努めるとともに、疾病の有無にかかわらず、 

前向きに自分らしく暮らすことができる 
指標 現状値 目標値 

病気の有無にかかわらず、前向きに自分らし
く暮らすことができていると感じる市民の割合 

8.03 点/10 点 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 
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（３） 取組の成果（中間アウトカム） 
ア 市民が健康につながる正しい知識や情報を得ることができる 

指標 現状値 目標値 
健康づくりに関する情報へのアクセス数
（大津市ホームページ） 

99,583 件 
（令和５年度） 

120,000 件 
（令和 1２年度） 

 
イ 市民が健康を維持するための生活習慣に取り組むことができる 

指標 現状値 目標値 
肥満者（BMI２５以上）の割合 
４０－６４歳男性 

32.2％ 
（令和 4 年度） 

30.9％ 
（令和 12 年度） 

やせ（BMI１８．５未満）の割合 
２０－３９歳女性 

25.2% 
（令和 4 年度） 

19.4％ 
（令和 12 年度） 

運動習慣者の割合（1 日 30 分以上
の運動を週 2 回以上のペースで、1 年
以上続けている人の割合） 

20～64 歳 25.7％ 
65 歳以上 41.8％ 

（令和４年度） 

20～64 歳 33.9％ 
65 歳以上 46.5％ 
（令和 12 年度） 

睡眠で休養がとれている人の割合 
51.5％ 

（令和４年度） 
67.8％ 

（令和 12 年度） 

生活習慣病のリスクを高める量を飲酒
している人の割合 

男 10.3％ 
女 7.2％ 

（令和４年度） 

男 8.4％ 
女 6.5％ 

（令和 12 年度） 

２０歳以上の喫煙率 
男 16.2％ 
女 3.1％ 

（令和４年度） 

男 13.8％ 
女 2.6％ 

（令和 12 年度） 

２０歳未満（１５～１９歳）の喫
煙率 

男 3.2％ 
女 1.8％ 

（令和４年度） 

男 1.4％ 
女 0.8％ 

（令和 12 年度） 
朝食を欠食する人の割合（２０～３
９歳） 

20.9％ 
（令和 3 年度） 

18％ 
（令和 12 年度） 
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ウ 市民が各種健（検）診を受けて病気の早期発見や健康管理ができる 
指標 現状値 目標値 

定期的にがん検診を受けている人の割
合（５がん平均） 

39.8% 
（令和５年度） 

50% 
（令和 12 年度） 

大津市国民健康保険特定健康診査
受診率 

●●％（未確定） 
（令和５年度） 

60％以上 
（令和 12 年度） 

過去 1 年間に歯科検診を受診した人
の割合 

31.4％ 
（令和 4 年度） 

48％ 
（令和 12 年度） 

 
エ 市民ががん及び生活習慣病になっても支援を受けながら生活することができる 

指標 現状値 目標値 
がんの治療や検査を受けながら働き続
けることができると感じている人の割合 

40.6% 
（令和５年度） 

50% 
（令和 12 年度） 

血糖コントロール指標におけるコントロー
ル不良者（HbA1c 6.5%以上）の
割合（40 歳以上） 

6.2％ 
（令和３年度） 

減少 
（令和 12 年度） 

血圧（収縮期血圧）140mmHg 以
上の人の割合（％）（40 歳以上） 

18.1% 
（令和３年度） 

減少 
（令和 12 年度） 

 
（４） 具体的な取組 

ア 健康に関する情報発信の推進 
（ア）健康教育の実施 
（イ）健康推進員の養成 
（ウ）受動喫煙防止に関する啓発 
（エ）健康無関心層を含めた全ての人への啓発 
イ 運動に取り組みやすい環境の整備 
（ア）ウォーキング等の身近な運動に取り組みやすい環境づくり 
ウ 食育の推進 
（ア）食育の推進 
エ 健康な食生活を送るための環境の整備 
（ア）健康おおつ 21 応援団の充実 
（イ）給食施設への指導・支援 
オ 働く世代の健康づくりの推進 
（ア）地域・職域連携推進事業の推進 
カ 生活習慣病の予防の推進 
（ア）国民健康保険特定健康診査・特定保健指導の実施 
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キ 健康意識の向上のための支援 
（ア）健康教育の実施 
（イ）がんに関する知識の普及 
（ウ）各種健診・検診情報の効果的な発信 
ク 歯・口腔の健康の推進 
（ア）歯周病検診受診率の向上 
（イ）幼児期からのう蝕予防による健全な歯・口腔の育成 
（ウ）生涯を通じた口腔機能の獲得・維持向上 
ケ がんの早期発見・早期治療の推進 
（ア）がん検診の受診率の向上 
（イ）がん検診の質の向上（精度管理）（大津市が実施するがん検診に限る。） 
コ がん患者への支援の推進 
（ア）がん患者の療養支援 
（イ）情報提供の充実 
サ 生活習慣病重症化予防の推進 
（ア）生活習慣病重症化予防対策 
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体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 

目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 健康教育の実施

1-2 健康推進員の養成

1-3 受動喫煙防止に関する啓発

1-4 健康無関心層を含めた全ての人への啓発

2 ウォーキング等の身近な運動に
取り組みやすい環境づくり

2-1 肥満者（BMI25以上）
の割合（40-64歳男性）

3 食育の推進

4-1 健康おおつ21応援団の充実 2-4 睡眠で休養がとれている人の割合

4-2 給食施設への指導・支援 2-5 生活習慣病のリスクを高める量を
飲酒している人の割合

2-6 20歳以上の喫煙率

5 働く世代の健康づくりの推進 2-7 20歳未満（15-19歳）の喫煙率

5 地域・職域連携推進事業の推進 2-8 朝食を欠食する人の割合(20-39歳)

6 国民健康保険特定健康診査
・特定保健指導の実施

健康づくりに関する情報へのアクセス数1

<基本理念>
いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

取組の総称

具体的な取組

6

4

3

1

2

指標

取組の成果
（中間アウトカム）

2-2

1

2

<基本目標１>
生涯にわたる健康づくりを進めます

病気の有無にかかわらず、前向きに
自分らしく暮らすことができていると感じる
市民の割合

健康に関する情報発信の推進 市民が健康につながる正しい知識や情報を
得ることができる

市民が健康を維持するための生活習慣に
取り組むことができる運動に取り組みやすい環境の整備

健康な食生活を送るための環境の整備

市民が、疾病予防に努めるとともに、
疾病の有無にかかわらず、前向きに
自分らしく暮らすことができる

やせ（BMI18.5未満）の割合
（20-39歳女性）

生活習慣病の予防の推進

食育の推進

2-3
運動習慣者の割合
（1日30分以上の運動を週2回以上の
ペースで、1年以上続けている人の割合）
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7-1 健康教育の実施 3-1 定期的にがん検診を受けている人の割合
（５がん平均）

7-2 がんに関する知識の普及 3-2 大津市国民健康保険特定健康診査受診
率

7-3 各種健診・検診情報の効果的な発信 3-3 過去1年間に歯科検診を受診した人の
割合

8-1 歯周病検診受診率の向上

8-2 幼児期からのう蝕予防による
健全な歯・口腔の育成

8-3 生涯を通じた口腔機能の獲得・維持向上

9-1 がん検診の受診率の向上

9-2 がん検診の質の向上（精度管理）

10-1 がん患者の療養支援

10-2 情報提供の充実 4-1 がんの治療や検査を受けながら働き続ける
ことができると感じている人の割合

11 生活習慣病重症化予防対策 4-3 血圧（収縮期血圧）140mmHg以上の
人の割合（％）（40歳以上）

市民が各種健（検）診を受けて病気の早
期発見や健康管理ができる3

11

10

9

8

7

がん患者への支援の推進

生活習慣病重症化予防の推進

市民ががん及び生活習慣病になっても支援
を受けながら生活することができる

歯・口腔の健康の推進

健康意識の向上のための支援

がんの早期発見・早期治療の推進

血糖コントロール指標におけるコントロール
不良者（HbA1c 6.5%以上）の割合
（40歳以上）

4-2

4
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分野３ 高齢者支援 
 
（１） 現状と課題 

 孤立する高齢者が食生活の不健全や運動不足に陥るため、生活習慣の改善、孤立防止
の取組が必要です。 

 要介護やフレイル状態の高齢者が増えているため、介護予防、介護の重度化予防が必要
です。 

 高齢化の進行により認知症の人が増えているため、認知症の早期発見、早期対応ができ
る体制が必要です。また、認知症に関する理解が十分ではなく、地域で支える体制が不足
しているため、早期に相談できる体制が必要です。このような中、認知症の人や家族が地域
で利用できる資源が限られているため、認知症の人や家族が地域で生活するための支援が
必要です。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 

 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 市民が高齢になっても要介護認定・要支援認定・総合事業対象者とならずに生活することが
できる 

指標 現状値 目標値 
要介護者・要支援者・総合事業対象者
の割合 

20.7％ 
（令和 5 年度） 

22.1％ 
（令和 12 年度） 

 
イ 要支援者・総合事業対象者となっても介護予防サービスを利用して生活することができる 

指標 現状値 目標値 
要支援者・総合事業対象者のうち介護予
防・生活支援サービスを利用して生活して
いる人の割合 

53.7％ 
（令和 5 年度） 

59.0％ 
（令和 12 年度） 

 

目指す姿 

市民が、高齢になっても健康を維持でき、生きがいをもっていきいきと暮らすことができる 
指標 現状値 目標値 

健康を維持でき、生きがいをもっていきいきと
暮らすことができていると感じる高齢者の割
合 

7.37 点/10 点 
（令和５年度） 

向上 
（令和 12 年度） 
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ウ 市民が認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活することができる 
指標 現状値 目標値 

認知症になっても住み慣れた地域で安心し
て生活することができるかという問いに「そう思
う」、「ややそう思う」と答えた市民の割合 

― 
（令和 5 年度） 

60.1％ 
（令和 12 年度） 

 
（４） 具体的な取組 

ア 介護予防の推進 
（ア）介護予防活動の支援 
（イ）介護予防サポーターの養成 
（ウ）介護予防の普及・啓発 
（エ）おおつ光ルくん体操やいきいき百歳体操等の自主グループへの支援 
イ 介護の重度化予防のための支援 
（ア）介護予防・生活支援サービス事業 
ウ 認知症予防対策の推進 
（ア）認知症の早期発見・早期対応の充実 
エ 認知症の人の生活におけるバリアフリー化及び社会参加の推進 
（ア）認知症を正しく理解し、地域で支える体制の構築 
オ 認知症の相談・支援体制の整備 
（ア）認知症の人や家族介護者への支援 
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体系図 

 
 

目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 介護予防活動の支援

1-2 介護予防サポーターの養成 1 要介護者・要支援者・総合事業対象者の
割合

1-3 介護予防の普及・啓発

1-4 おおつ光ルくん体操やいきいき百歳体操等の
自主グループへの支援

2 介護予防・生活支援サービス事業

3 認知症の早期発見・早期対応の充実

4 認知症を正しく理解し、地域で支える体制の
構築

5 認知症の人や家族介護者への支援

2

1

健康を維持でき、生きがいをもって
いきいきと暮らすことができていると感じる
高齢者の割合

認知症になっても住み慣れた地域で
安心して生活することができるかという問いに
「そう思う」、「ややそう思う」と答えた
市民の割合

3

5

4

3

取組の成果
（中間アウトカム）

指標

<基本理念>

<基本目標１>
生涯にわたる健康づくりを進めます

取組の総称

具体的な取組

市民が、高齢になっても健康を維持
でき、生きがいをもっていきいきと
暮らすことができる

認知症の相談・支援体制の整備

認知症の人の生活におけるバリアフリー化
及び社会参加の推進

介護の重度化予防のための支援

いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

認知症予防対策の推進

介護予防の推進

市民が認知症になっても住み慣れた地域で
安心して生活することができる

市民が高齢になっても要介護認定
・要支援認定・総合事業対象者とならずに
生活することができる

1

要支援者・総合事業対象者となっても
介護予防サービスを利用して生活することが
できる

2

要支援者・総合事業対象者のうち
介護予防・生活支援サービスを利用して
生活している人の割合

2

3
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分野４ 難病対策 
 
（１） 現状と課題 

 難病患者が生活に満足を感じている割合は 83.4％とやや減少傾向であり、十分な情報
の提供や相談等の支援が行き届いていないことが原因のひとつと考えられます。支援従事
者への研修会や個別相談等の取組を行う必要があります。 

 難病患者及び家族に対し、在宅療養や難病支援制度等に関する情報提供を積極的に
行うとともに、災害に関しても話し合える場を確保していく必要があります。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 

 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 
難病患者や家族が、望む場所で望む人と、 
安心して自分らしい生活を続けることができる 

指標 現状値 目標値 
難病患者及びその家族が自分らしく暮ら
すことができていると感じる割合 

7.30 点/10 点 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 難病患者の生活の質（QOL）が高くなっている 
指標 現状値 目標値 

難病患者が生活に満足を感じている割合 
83.4％ 

（令和 5 年度） 
90％ 

（令和 12 年度） 
 
イ 家族の生活の質（ＱＯＬ）が高くなっている 

指標 現状値 目標値 

必要な情報や支援が得られている割合 
88.5％ 

（令和 5 年度） 
95％ 

（令和 12 年度） 
 
ウ 難病患者が災害に備えた準備ができている 

指標 現状値 目標値 
災害時の援助方法が明確になっている難
病患者の割合 

47.6％ 
（令和 5 年度） 

50％ 
（令和 12 年度） 
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（４） 具体的な取組 
ア 在宅療養する難病患者への支援 
（ア）在宅療養患者に必要な医療・支援の充実 
（イ）難病患者向け相談機会の提供 
（ウ）難病支援制度に関する情報提供 
（エ）難病在宅支援従事者の資質向上 
イ 難病患者の家族への相談支援 
（ア）家族向け相談機会の提供 
ウ 災害時における難病患者への支援 
（ア）避難行動要支援者に対する災害時への備えの充実 
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体系図 

 

目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 在宅療養患者に必要な医療・支援の充実 1 難病患者が生活に満足を感じている割合

1-2 難病患者向け相談機会の提供

1-3 難病支援制度に関する情報提供

1-4 難病在宅支援従事者の資質向上

2 家族向け相談機会の提供 2 必要な情報や支援が得られている割合

3 避難行動要支援者に対する災害時への
備えの充実 3 災害時の援助方法が明確になっている

難病患者の割合

難病患者の生活の質（ＱＯＬ）が
高くなっている1

3

2

1

3

2

生涯にわたる健康づくりを進めます

取組の総称 取組の成果
（中間アウトカム）

具体的な取組 指標

家族の生活の質（ＱＯＬ）が
高くなっている

難病患者や家族が、望む場所で
望む人と、安心して自分らしい生活を
続けることができる

難病患者及びその家族が自分らしく
暮らすことができていると感じる割合

在宅療養する難病患者への支援

いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～
<基本理念>

<基本目標１>

難病患者の家族への相談支援

難病患者が災害に備えた準備ができている災害時における難病患者への支援
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分野５ 精神保健 
  
（１） 現状と課題 

 1 年以上の長期入院者数は年々減少しています。精神障害者や精神保健に課題を抱え
る人が希望する場所で安心して生活できるように、相談機会の提供や地域包括ケアシステ
ムの構築に向けた体制づくりを行う必要があります。 

 精神障害者及び精神保健に課題を抱える人の家族が、健康で落ち着いて生活できている
割合は９６％であり、引き続き、家族教室・交流会の場や家族を対象とした相談の機会
の場を確保して孤立を防ぐ必要があります。 

 精神疾患に対する理解者を増やすために、メンタルヘルス（心の健康）に関する啓発を行
う必要があります。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 
 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 
精神障害者や精神的健康に課題を抱える人及びその家族が、 

安心して地域で生活を送ることができる 
指標 現状値 目標値 

精神疾患がある人及びその家族が、自分らし
く暮らすことができていると感じる割合 

6.11 点/10 点 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 精神障害者や精神保健に課題を抱える人が希望する場所で安心して生活できている 
指標 現状値 目標値 

1 年以上の長期入院者数 265 人 
（令和 5 年度） 

200 人 
（令和 12 年度） 

 
イ 精神障害者や精神保健に課題を抱える人の家族が孤立することなく安心して生活できている 

指標 現状値 目標値 
精神障害者の家族教室・交流会の満足度 96％ 

（令和 5 年度） 
98％ 

（令和 12 年度） 
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ウ メンタルヘルスに関心のある市民が増えている 
指標 現状値 目標値 

メンタルヘルスという言葉を知っている市民の
割合 

－ 
（令和 5 年度） 

90％ 
（令和 12 年度） 

 
（４） 具体的な取組 

ア 精神障害者及び精神保健に課題を抱える人への支援 
（ア）精神障害者及び精神保健に課題を抱える人を対象とした相談機会の提供 
（イ）医療が必要な人への受診支援 
（ウ）地域包括ケアシステムの構築に向けた体制づくり 
（エ）精神科医療機関との連携強化 
（オ）自殺対策の強化 
（カ）早期退院に向けての支援 
イ 精神障害者及び精神保健に課題を抱える人の家族への支援 
（ア）家族の孤立を防ぐ取組の実施 
（イ）精神障害者及び精神保健に課題を抱える人の家族を対象とした相談機会の提供 
（ウ）家族の精神疾患に対する理解促進 
ウ 心の健康づくりの推進 
（ア）メンタルヘルスに関する知識の普及啓発 
（イ）メンタルヘルスに関する研修会の開催 
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体系図 

 

目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 精神障害者及び精神保健に課題を抱える
人を対象とした相談機会の提供

1 1年以上の長期入院者数

1-2 医療が必要な人への受診支援

1-3 地域包括ケアシステム構築に向けての
体制づくり

1-4 精神科医療機関との連携強化

1-5 自殺対策の強化

1-6 早期退院にむけての支援

2-1 家族の孤立を防ぐ取組の実施 2 精神障害者の家族教室・交流会の満足度

2-2 精神障害者及び精神保健に課題を抱える
人の家族を対象とした相談機会の提供

2-3 家族の精神疾患に対する理解促進

3-1 メンタルヘルスに関する知識の普及啓発 3 メンタルヘルスという言葉を知っている市民の
割合

3-2 メンタルヘルスに関する研修会の開催

1

2

3 3

2

1
精神障害者や精神的健康に課題を
抱える人及びその家族が、安心して
地域で生活を送ることができる

精神疾患がある人及びその家族が、自分
らしく暮らすことができていると感じる割合

いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～
<基本理念>

<基本目標１>
生涯にわたる健康づくりを進めます

取組の成果
（中間アウトカム）取組の総称

具体的な取組 指標

精神障害者や精神保健に課題を抱える人
が希望する場所で安心して生活できている

精神障害者及び精神保健に課題を抱える
人への支援

精神障害者及び精神保健に課題を抱える
人の家族への支援

精神障害者や精神保健に課題を抱える人
の家族が孤立することなく安心して生活
できている

心の健康づくりの推進 メンタルヘルスに関心のある市民が増えて
いる
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基本目標２ 安全で快適な生活環境づくりを進めます 
分野６ 感染症対策 
 
（１） 現状と課題 

 感染症に関する正しい情報や知識を得て、対策がとれるよう、情報発信を行う必要があり
ます。 

 結核は、高齢の患者の割合が高いことから、介護保険事業所等への啓発活動を行う必
要があります。また、結核高まん延国出身者の所属する教育機関や就労の場への啓発活
動を行う必要があります。 

 社会福祉施設等においては感染症の集団発生が起こりやすく、また利用者の特性から重
症化しやすいため、適切に対処できるよう、情報提供や研修の実施、また集団発生時に
は調査や指導により早期に終息するよう支援する必要があります。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 

 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 

市民が、感染症に関して不安なく、安心して暮らすことができる 
指標 現状値 目標値 

感染症に関して不安なく暮らすことができてい
ると感じる市民の割合 

7.57 点/10 点 
（令和５年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 市民が感染症を予防している 
指標 現状値 目標値 

麻しん風しん混合ワクチン接種率 
（１期、２期接種率の平均値） 

95％ 
（令和５年度） 

95％ 
（令和 12 年度） 

結核り患率（人口１０万人対） 7.5 
（令和５年度） 

10.0 以下 
（令和 12 年度） 

 
イ 市民が感染症にかかっても、安心して医療や福祉サービスを受けることができる（重症化予防） 

指標 現状値 目標値 
感染症集団発生対応率（調査・指導実
施数/感染症集団発生施設数） 

46.4％ 
（令和 5 年度） 

20.0％ 
（令和 12 年度） 
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（４） 具体的な取組 

ア 感染症予防の推進 
（ア）予防接種の実施 
（イ）感染症・予防接種に関する正しい知識の普及・啓発 
（ウ）結核予防に関する知識の普及・啓発 
イ 感染症の早期発見、早期対応の推進 
（ア）感染症発生時対応 
（イ）ＨＩＶの相談・検査 
（ウ）結核患者の療養支援 
（エ）肝炎ウイルス陽性者支援 
（オ）感染症の発生時対応に係る体制の強化 
ウ 医療機関・施設等が実施する感染症対策への支援 
（ア）感染症発生状況等、感染症対策に係る情報提供、周知・啓発 
（イ）医療機関・福祉施設等の資質の向上に係る研修の実施及び会議の開催 
（ウ）定期健康診断実施報告の適正な管理 
 

 
  



第５章 取組の推進 
１ 基本目標の達成に向けた取組 

基本目標２ 安全で快適な生活環境づくりを進めます 

- 119 - 

体系図 

 

目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 予防接種の実施 1-1 麻しん風しん混合ワクチン接種率
（１期、２期接種率の平均値）

1-2 感染症・予防接種に関する正しい知識の
普及・啓発 1-2 結核り患率（人口１０万人対）

1-3 結核予防に関する知識の普及・啓発

2-1 感染症発生時対応 2 感染症集団発生対応率（調査・指導実施
数/感染症集団発生施設数）

2-2 ＨＩＶの相談・検査

2-3 結核患者の療養支援

2-4 肝炎ウイルス陽性者支援

2-5 感染症の発生時対応に係る体制の強化

3-1 感染症発生状況等、感染症対策に係る
情報提供、周知・啓発

3-2 医療機関・福祉施設等の資質の向上に
係る研修の実施及び会議の開催

3-3 定期健康診断実施報告の適正な管理

市民が感染症にかかっても、安心して
医療や福祉サービスを受けることができる
（重症化予防）

11 市民が感染症を予防している感染症予防の推進

感染症に関して不安なく暮らすことができ
ていると感じる市民の割合

医療機関・施設等が実施する感染症対策
への支援

市民が、感染症に関して不安なく、
安心して暮らすことができる

<基本理念>
いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

<基本目標２>
安全で快適な生活環境づくりを進めます

取組の総称

具体的な取組

3

取組の成果
（中間アウトカム）

指標

2 2感染症の早期発見、早期対応の推進
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分野７ 生活衛生対策 
 
（１） 現状と課題 

 食の安全・安心に関する情報を引き続き提供し、市民の食に対する知識を高めていくこと
が重要です。 

 平成 31 年度から令和 5 年度にかけて、病因物質別の事件数、患者数共にノロウイルス
による食中毒が最も多く発生していることから、今後も引き続き、ノロウイルス食中毒予防
対策のための周知・啓発を行う必要があります。 

 食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に不安なく日常生活を送ることができていると感じる市民
の割合は高値で推移しているため、現状を維持するための継続的な活動を行う必要があり
ます。 

 収容される犬の返還率は高水準であり、収容前に所有者が判明する事例も増加傾向で
あるものの、犬の鳴き声や野良猫への餌やり、多頭飼育に関する苦情相談は、依然として
動物愛護センターに寄せられており、動物の適正な飼養について継続して啓発していく必
要があります。 

 狂犬病予防法により、日本では犬からの狂犬病は 60 年以上発生していませんが、海外
から不正に上陸する犬や野生動物での狂犬病発生の危険性はあるため、引き続き狂犬
病予防対策を推進していく必要があります。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 

 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 

市民が、健康で衛生的な日常生活を送ることができる 
指標 現状値 目標値 

食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に不
安なく日常生活を送ることができていると
感じる市民の割合 

8.29 点/10 点 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 食品の安全が確保されている 
指標 現状値 目標値 

人口１０万人当たりの食中毒患者数 
14.85 人 

（令和 5 年度） 
9.5 人 

（令和 12 年度） 
 
 



第５章 取組の推進 
１ 基本目標の達成に向けた取組 

基本目標２ 安全で快適な生活環境づくりを進めます 

- 121 - 

 
イ 市民が衛生的な生活環境で暮らすことができる 

指標 現状値 目標値 

指導実施施設における翌年の苦情再発率 
0.0％ 

（令和 5 年度） 
0.0％ 

（令和 12 年度） 

狂犬病予防接種率 
79.8％ 

（令和 5 年度） 
80.0％ 

（令和 12 年度） 
 
（４）具体的な取組 

ア 食の安全・安心の推進 
（ア）飲食店等食品営業施設に対する監視指導の実施 
（イ）食中毒発生時の原因特定と対策の実施 
（ウ）飲料水の衛生確保のための指導の実施 
（エ）ＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った衛生管理の定着促進 
（オ）リスクコミュニケーションの実施 
（カ）市民向けの講習会やホームページ・ＳＮＳによる情報提供の実施 
イ 生活衛生対策の推進 
（ア）生活衛生営業施設に対する監視指導の実施 
（イ）生活衛生営業施設の営業者への啓発・支援 
（ウ）レジオネラ症発生時の微生物検査の実施 
（エ）生活衛生に関する市民への啓発 
ウ 動物愛護と狂犬病予防の推進 
（ア）適正飼養者増加のための啓発 
（イ）所有者のいない猫への対策 
（ウ）動物取扱業者に対する監視指導の実施 
（エ）飼い犬の登録や狂犬病注射に関しての周知啓発 
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目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 飲食店等食品営業施設に対する監視指導
の実施

1 人口１０万人当たりの食中毒患者数

1-2 食中毒発生時の原因特定と対策の実施

1-3 飲料水の衛生確保のための指導の実施

1-4 ＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った衛生管理
の定着促進

1-5 リスクコミュニケーションの実施

1-6 市民向けの講習会やホームページ・ＳＮＳ
による情報提供の実施

2-1 生活衛生営業施設に対する監視指導の
実施

2-1 指導実施施設における翌年の苦情再発率

2-2 生活衛生営業施設の営業者への
啓発・支援

2-2 狂犬病予防接種率

2-3 レジオネラ症発生時の微生物検査の実施

2-4 生活衛生に関する市民への啓発

3-1 適正飼養者増加のための啓発

3-2 所有者のいない猫への対策

3-3 動物取扱業者に対する監視指導の実施

3-4 飼い犬の登録や狂犬病注射に関しての
周知啓発

市民が衛生的な生活環境で暮らすことがで
きる

食べ物や暮らしを取り巻く衛生面に
不安なく日常生活を送ることが
できていると感じる市民の割合

取組の総称

11

3

2 2生活衛生対策の推進

食品の安全が確保されている 市民が、健康で衛生的な日常生活を
送ることができる

食の安全・安心の推進

<基本理念>
いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

<基本目標２>
安全で快適な生活環境づくりを進めます

指標

取組の成果
（中間アウトカム）

具体的な取組

動物愛護と狂犬病予防の推進
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基本目標３ 安心して暮らせる医療体制づくりを進めます 
分野８ 医療体制・医療安全 
 
（１） 現状と課題 

 医療・介護の複合ニーズを抱える８５歳以上人口の増大に伴う医療需要の変化への対
応が必要です。 

 法令等の遵守により、医療機関が科学的で、かつ、適正な医療を行う場にふさわしいもの
とするため医療機関への定期的な立入検査を継続する必要があります。 

 医薬品等の十分な情報提供や適正な販売を確保するため薬局や医薬品販売業者等へ
の立入検査を実施するとともに、ホームページや広報等で医薬品等の適正な使用を図るた
めの啓発を継続する必要があります。 

 あん摩業、柔道整復業等施術所の実態確認を行うとともに、法令等を周知し、施術所が
適正に管理されるよう立入検査を継続する必要があります。 

 高齢化に伴う医療機関への受診機会の増加や医療の高度化、多様化により、医療相
談の必要性はますます高まってくることが想定されます。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 
 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 

市民が、望んでいる安全・安心な医療を受けることができる 
指標 現状値 目標値 

医療を身近に感じて、安心して受診するこ
とができていると感じる市民の割合 

7.79 点/10 点 
（令和 5 年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 市民が状態に応じた医療を選択することができる 
指標 現状値 目標値 

自宅等で最期まで療養することを希望し、
実現可能と感じる市民の割合 

6.5% 
（令和４年度） 

向上 
（令和 12 年度） 

 
イ 市民が医療機関を適正受診することができる 

指標 現状値 目標値 

搬送件数に占める軽症者割合 
68.5% 

（令和５年度） 
57.0% 

（令和 12 年度） 
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ウ 市民が不安なく医療機関などを利用することができる 
指標 現状値 目標値 

医療相談に対する相談者の納得度 
89.6％ 

（令和 5 年度） 
向上 

（令和 12 年度） 
 
（４） 具体的な取組 

ア リハビリテーション連携の推進 
（ア）病院と地域の連携推進のための同職種間連携の推進 
イ 在宅療養・看取りの推進 
（ア）在宅療養、看取りについての市民の理解の促進 
（イ）在宅療養、看取りについての専門職の理解の促進と連携強化 
（ウ）医療介護関係者への相談支援 
（エ）訪問看護ステーションの体制強化 
（オ）２４時間の支援体制・在宅看取りに対する診療所の対応力強化（急変時のバックアッ

プ体制の強化含む） 
ウ 適正な医療体制の確保 
（ア）市立大津市民病院の運営の支援 
（イ）小児救急医療体制の確保 
（ウ）救急医療体制の確保 
（エ）休日における歯科救急患者に対する歯科診療の確保 
エ 入退院支援連携体制の確保 
（ア）入退院支援連携の強化 
オ かかりつけ医・医療機能の促進 
（ア）かかりつけ医・医療の適正受診についての啓発 
カ 医療等の安全・安心の推進 
（ア）医療機関への立入検査の実施 
（イ）医薬品等の安全確保と適正使用のための監視指導・普及啓発 
（ウ）施術所への監視指導の実施 
（エ）医療安全支援センターの適切な運営 
 
 

 
 
 
 
 
 

体系図 
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目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1 病院と地域の連携推進のための同職種間
連携の推進 1 自宅等で最期まで療養することを希望し、

実現可能と感じる市民の割合

2-1 在宅療養、看取りについての
市民の理解の促進

2-2 在宅療養、看取りについての
専門職の理解の促進と連携強化

2-3 医療介護関係者への相談支援

2-4 訪問看護ステーションの体制強化

3-1 市立大津市民病院の運営の支援

3-2 小児救急医療体制の確保

3-3 救急医療体制の確保

3-4 休日における歯科救急患者に対する
歯科診療の確保

4 入退院支援連携の強化

5 かかりつけ医・医療の適正受診についての
啓発

2 搬送件数に占める軽症者割合

6-1 医療機関への立入検査の実施 3 医療相談に対する相談者の納得度

6-2 医薬品等の安全確保と適正使用のための
監視指導・普及啓発

6-3 施術所への監視指導の実施

6-4 医療安全支援センターの適切な運営

医療等の安全・安心の推進

医療を身近に感じて、安心して受診する
ことができていると感じる市民の割合

市民が、望んでいる安全・安心な
医療を受けることができる

入退院支援連携体制の確保

かかりつけ医・医療機能の促進

適正な医療体制の確保

リハビリテーション連携の推進

在宅療養・看取りの推進

<基本理念>

安心して暮らせる医療体制づくりを進めます
<基本目標３>

いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

市民が状態に応じた医療を選択することが
できる

２４時間の支援体制・在宅看取りに対する
診療所の対応力強化
（急変時のバックアップ体制の強化含む）

市民が医療機関を適正受診することが
できる

市民が不安なく医療機関などを
利用することができる

指標

取組の成果
（中間アウトカム）

具体的な取組

取組の総称

11

2

3

4

5 2

36

2-5
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分野９ 健康危機管理 
 
（１） 現状と課題 

 災害には、地震や豪雨、暴風、土砂崩れなどの自然災害から鉄道や船舶等の事故や原
子力発電所での事故、テロ行為に至るまで様々な種類の災害があり、発生場所や発生
時刻等によって被災・被害の状況は大きく異なり、それらの状況に応じた適切な保健医療
の提供が求められています。 

 今後起こりうる新興・再興感染症に備え、関係機関と連携した訓練を実施する必要があ
ります。また、ワクチン接種が円滑に実施できるよう体制を整備する必要があります。 

 
以上を踏まえて、本計画期間においては、次の取組を推進します。 

 
（２） 目指す姿（最終アウトカム） 

目指す姿 
災害が起こったとき、市民が健康を保つことができる 

新型インフルエンザ等感染症が発生したとき、市民が健康を保つことができる 
指標 現状値 目標値 

中間アウトカムの達成率 
― 

（令和５年度） 
100% 

（令和 12 年度） 
 
（３） 取組の成果（中間アウトカム） 

ア 市民が災害時に必要な保健医療の提供を受けることができる 
指標 現状値 目標値 

健康危機に対応できる保健所の体制・機能を
整備するための訓練・研修の実施回数 

７回 
（令和５年度） 

８回 
（令和 12 年度） 

 
イ 市民が災害時に避難所、自宅等での生活を健康に送ることができる 

指標 現状値 目標値 
健康危機に対応できる人材を育成するための訓
練・研修の参加者数 

１９７人 
（令和５年度） 

２００人 
（令和 12 年度） 

 
ウ 市民が感染症に関する必要な情報を把握している 

指標 現状値 目標値 
新型インフルエンザ等感染症の発生状況・発生
に備えた準備状況等に関する情報発信回数 

－ 
３回 

（令和１２年度） 
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エ 市民が新型インフルエンザ等に感染しても必要な医療を受けることができる 

指標 現状値 目標値 
新型インフルエンザ等感染症に対する医療を提
供する医療機関等の数 

１２８か所 
（令和５年度） 

１４０か所 
（令和１２年度） 

 
（４） 具体的な取組 

ア 健康危機管理体制の整備 
（ア）平時における保健所対策本部体制の整備 
（イ）健康危機に対応する人材の育成 
（ウ）災害時における情報収集・共有体制の整備 
（エ）災害時における医療提供体制の構築 
（オ）災害時における健康相談体制の整備 
（カ）災害時における妊産婦、難病患者、透析患者、精神保健に課題を抱える人等への避難

情報提供体制の整備 
（キ）災害時における衛生的な環境の整備 
イ 新型インフルエンザ等感染症発生時の感染拡大防止体制の整備 
（ア）新型インフルエンザ等感染症に関する情報収集と提供 
（イ）新型インフルエンザ等感染症住民接種体制の整備 
（ウ）新型インフルエンザ等感染症の感染拡大防止 
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目指す姿
（分野別最終アウトカム）

指標

1-1 平時における保健所対策本部体制の整備

1-2 健康危機に対応する人材の育成

1-3 災害時における情報収集・共有体制の整備

1-4 災害時における医療提供体制の構築

1-5 災害時における健康相談体制の整備

1-7 災害時における衛生的な環境の整備

2-1 新型インフルエンザ等感染症に関する
情報収集と提供

2-2 新型インフルエンザ等感染症住民接種体制
の整備

2-3 新型インフルエンザ等感染症の
感染拡大防止

4 新型インフルエンザ等感染症に対する
医療を提供する医療機関等の数

1-6

1

2 市民が感染症に関する必要な情報を
把握している3

災害時における妊産婦、難病患者、
透析患者、精神患者への
避難情報提供体制の整備

市民が災害時に避難所、自宅等での
生活を健康に送ることができる2

健康危機に対応できる人材を育成するため
の訓練・研修の参加者数

2

中間アウトカムの達成率

健康危機管理体制の整備 災害が起こったとき、市民が健康を
保つことができる

<基本理念>
いつまでもいきいきと安心して暮らすことができるまち・大津　～健康は自分で・地域で・社会でつくる～

<基本目標３>
安心して暮らせる医療体制づくりを進めます

健康危機に対応できる保健所の体制
・機能を整備するための訓練・研修の
実施回数

取組の総称 取組の成果
（中間アウトカム）

具体的な取組 指標

1 市民が災害時に必要な保健医療の
提供を受けることができる1

市民が新型インフルエンザ等感染症に感染
しても必要な医療を受けることができる4

新型インフルエンザ等感染症が
発生したとき、市民が健康を
保つことができる

中間アウトカムの達成率

新型インフルエンザ等感染症発生時の
感染拡大防止体制の整備

新型インフルエンザ等感染症の発生状況
・発生に備えた準備状況等に関する
情報発信回数

3
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２ すこやか相談所における地域活動の推進 

本市では、７つの保健福祉ブロックごとにすこやか相談所を設け、地区担当保健師を配置し、地域の
健康課題に横断的・包括的に関わり、地域に根ざした保健活動を実施しています。 

今後も、市民及び地域全体の健康の保持増進及び疾病予防を図るため、医療、福祉、介護等の各
分野と連携し、直接的な保健サービス等の提供及びコーディネートを行うとともに、地域保健関連施策の
企画・立案、実施及び評価、総合的な健康施策への積極的な関与に加え、地域特性を生かした健康
なまちづくり、災害対策等を分野横断的に推進していきます。 

◆すこやか相談所と担当地区（学区） 
 すこやか相談所名 保健福祉ブロック 担当地区（学区） 
1 和邇すこやか相談所 志賀ブロック 小松、木戸、和邇、小野 
2 堅田すこやか相談所 北部ブロック 葛川、伊香立、真野、真野北、堅田、仰木、 

仰木の里、仰木の里東 
３ 比叡すこやか相談所 中北部ブロック 雄琴、日吉台、坂本、下阪本、唐崎 
４ 中すこやか相談所 中部ブロック 滋賀、山中比叡平、藤尾、長等、逢坂、中央 
５ 膳所すこやか相談所 中南部ブロック 平野、膳所、富士見、晴嵐 
６ 南すこやか相談所 南部ブロック 石山、南郷、大石、田上 
７ 瀬田すこやか相談所 東部ブロック 上田上、青山、瀬田、瀬田東、瀬田南、瀬田北 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１ 和邇すこやか相談所 

７ 瀬田すこやか相談所 

５ 膳所すこやか相談所 

６ 南すこやか相談所 

３ 比叡すこやか相談所 

４ 中すこやか相談所 

２ 堅田すこやか相談所 
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（１）すこやか相談所の役割・機能 
すこやか相談所は、市民の健康課題の解決を支援するための健康づくりや相談の拠点であり、年齢

や疾病の有無等に関係なく、全ての市民を対象として次の予防的な取組等を実施しています。 
・ 生涯を通した健康づくりの相談支援 
・ 身近な場所でのサービス提供 
・ 早期対応の推進 

   ・ 的確なニーズ把握 
   ・ 保健・医療・福祉・地域との連携によるサービス提供 
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【図５－２－１】すこやか相談所の活動＜連携＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜課題と今後の方向性＞ 
すこやか相談所は、地域における健康づくりの拠点として、市民の保健や育児の相談窓口としての役

割を果たせるよう取組を進めるとともに、地域特性に合わせた保健活動を推進します。 
■ 母子保健分野  

女性の社会進出等に伴う出産年齢の高齢化や、身近に相談できる人がいないことによる育児不安等
により、支援を必要とする妊産婦や新生児についての医療機関からの連絡数は増加しています。子育て
に関する不安や悩みを抱えた妊産婦に少しでも早く関わり、親子が心身共に健康に過ごせるよう、医療
機関や関係機関と連携しながら家庭訪問や健康相談等を実施します。 

■ 健康づくり・高齢者支援分野 
本市の死因のうち、心疾患の死亡率は平成３０年以降増加しており、死因別構成割合では、心疾

患の割合が全国より高い結果となっています（ｐ．１４）。また、特定健康診査の結果（第９回
NDB オープンデータ）では、男性の肥満は３人に１人、腹囲が８５㎝以上の人は約半数であり、女性
の収縮期血圧の高い人及び中性脂肪が高い人は全国より多くなっています。生活習慣病の発症や重症
化を予防するために、すこやかだより等を活用して生活習慣の改善に関する啓発を行うとともに、正しい疾
病理解や望ましい行動変容に向け、健康教育や保健指導等を実施します。 

■ その他 
近年、メンタルヘルス（心の健康）の課題を抱えている人は増えており、生涯を通じて５人に１人が

心の病気にかかるともいわれています。ストレスが積み重なって心の調子を崩してしまうなど、心の病気は
誰でもかかる可能性のある病気です。うつ病や統合失調症などの精神疾患を抱えた人への家庭訪問や
健康相談等による個別支援を行うとともに、精神疾患を抱えた人が早めに相談や治療につながり、安心
して生活できる地域づくりを推進します。 

また、誰もが地域で安心して暮らし続けることができるよう、健康的な地域づくりの充実・強化を図るとと
もに、難病を抱える人への支援や感染症対策、小児慢性特定疾病等で医療的ケアが必要なこどもへの
災害時の備えの確認など、災害対策に取り組みます。 
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（２）すこやか相談所別の取組 
１ 和邇すこやか相談所（志賀ブロック） 
＜現状データ＞ 

  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

出典：令和 5 年７月末時点在住者調べ 

89
母子 381
成人・高齢者 225
精神 114
母子 139
成人・高齢者 40
精神 70
母子 11
成人・高齢者 17

母子健康手帳交付数

健康相談件数（延件数）

訪問活動件数（延件数）

健康教育回数

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））

一定数の転入がある 

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

21,978 20,981
2,427 2,040

12,277 11,277
7,274 7,664

0歳児人口（人） 115 98
0～4歳人口（人） 605 495
75歳以上人口（人） 3,516 4,270

33.1 36.5

1,276 1,353
要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口（人）

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

0～14歳人口（人）

65歳以上人口（人）

15～64歳人口（人）

再
掲

高齢化率（％）
要支援・要介護認定者数(人)

（4月1日現在）(＊令和5年）
＊＊

志賀ブロックにおける乳児の転入状況（人）
出生数 転入者数

（0歳）
転入者の割合

平成30～令和２年度 325 15 4.6%
令和３～5年度 282 13 4.6%

高齢者世帯数の変化

世帯数
（世帯）

総世帯に
対する割合

世帯数
（世帯）

総世帯に
対する割合

世帯数
（世帯）

総世帯に
対する割合

人口
（人）

ブロック人口に対
する割合

平成17年
（2005年）

23,065 7,120 410 5.8% 584 8.2% 994 14.0% 1,578 6.8%

令和2年
（2020年）

21,822 8,427 1,010 12.0% 1,672 19.8% 2,682 31.8% 4,354 20.0%

出典：国勢調査

A+Bの世帯数と
総世帯に対する割合

A+Bの世帯人口と
ブロック人口に対する割合

志賀
ブロック
総人口
（人）

志賀
ブロック

世帯総数
（世帯）

65歳以上独居世帯
(A)

夫65歳以上妻60歳
以上二人世帯(B)



第５章 取組の推進 
２ すこやか相談所における地域活動の推進 

- 133 - 

＜現状（地域活動より）・課題＞ 
・ 志賀ブロック内の北部地域や南部の昭和５０年代に開発された大規模分譲地で高齢化・人口減少が

進んでいますが、今でも一定数の乳児を抱える家族の転入があります。 
・ 市民が住み慣れた地域で必要な情報が得られ、支え合える地域づくりを目的とした志賀健康いきいき祭を

志賀ブロック社会福祉協議会連絡会と関係機関が共同で平成２５年から開催しているなど、自治・社会
福祉活動の意識が地域に根付いています。 

・ 地域のこどもの減少に伴って保護者間のつながりが作りにくくなっていること、利用できる公共交通機関が限ら
れており子育て支援機関が利用しにくい環境であること等により、孤立した育児になりやすい傾向があります。 

・ 高齢化が進行し、一人暮らし高齢者・夫 65 歳以上妻 60 歳以上の二人世帯が平成１７年（２００
５年）から令和２年（２０２０年）までの１５年間で 2 倍以上に増加しています。自治会加入率の
低下、自治会員の高齢化も進んでおり、大規模災害時の自助力（体力）の低下や避難支援の担い手
不足が懸念されています。 

・ 精神疾患や発達障害等を抱える人がいる世帯で、親の高齢化に伴って支援が必要となった事例が令和５
年度（２０２３年度）に１４件ありました。親の認知症や子のひきこもり、虐待など、課題が複雑化して
います。 

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野  
・ 関係機関と連携しながら、親子が孤立しないように個別支援や情報提供を行います。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 「志賀いきいき健康祭」や地域のサロン等を活用した健康教育を通し、体力づくりや意欲低下を

防ぐサポートをします。 
 
■ その他 
・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例について、

あんしん長寿相談所やその他の関係機関と連携し、早期発見・早期対応に取り組みます。 
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２ 堅田すこやか相談所（北部ブロック） 

＜現状データ＞ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

342
母子 709
成人・高齢者 137
精神 233
母子 334
成人・高齢者 4
精神 23
母子 11
成人・高齢者 22

母子健康手帳交付数

健康相談件数（延件数）

訪問活動件数（延件数）

健康教育回数

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

49,258 48,964
6,430 6,219

30,075 28,402
12,753 14,343

0歳児人口（人） 336 311
0～4歳人口（人） 2,037 1,777
75歳以上人口（人） 5,706 7,138

25.9 29.3

2,206 2,500
要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

人口（人）

0～14歳人口（人）

15～64歳人口（人）

高齢化率（％）

65歳以上人口（人）

再
掲

要支援・要介護認定者数(人)
（4月1日現在）(＊令和5年）

＊＊

R３ R４ R5
妊婦 14 3 13

新生児
(産婦を含む） 76 90 79

合計 90 93 92
妊婦 72 73 55

新生児
(産婦を含む） 536 544 528

合計 608 617 583

医療機関からのハイリスク者についての連絡（人）

堅田すこやか

大津市
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＜現状（地域活動より）・課題＞ 
・ 北部ブロック内には、市平均と比べ高齢化が著しい地域と転入により若い世代が多い地域の両方があります。 
・ 産後ケア事業の利用者数が増加していること、医療機関からの支援を必要とする妊産婦や新生児の連絡

が年間 90 件前後あることから、妊娠、出産、子育てに対して丁寧な支援が求められています。地域にある
児童館と連携して、離乳食等のこどもに関する健康教育や産前・産後の骨粗しょう症予防教室等の親世
代の健康に関する健康教育を行っています。 

・ 大津市国民健康保険被保険者を対象とした特定健康診査（以下「国保特定健診」という。）結果にお
いて、メタボリックシンドローム該当者（予備群）で「血圧」の基準値を超えている人の割合が県や市平均
より高くなっています。このことから、図書館や健康推進連絡協議会等の地域団体と連携して、生活習慣
病予防に関する健康教育や啓発を実施しています。 

・ 大津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和４年）において、「運動器の機能低下のリスク」と「閉
じこもり傾向」の該当者が市平均を上回っています。このことから、各学区の老人クラブやふれあいサロンにお
いて、フレイル予防や健康づくりの健康教育を実施しています。 

・ 介護の相談から、家族の健康課題が判明し、世帯全体が抱える課題への支援が必要となるケースが多くあ
ります。 

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野 
・ 課題を抱える家庭への支援を行うとともに、育児不安の軽減につながるよう、児童館等の関係機

関や地区組織と連携し、市民に近い場所での健康教育や育児相談を実施します。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 国保特定健診結果において「血圧」の基準値を超えている人の割合が高いことを踏まえ、地域の健康

推進員等と現状を共有しての健康教育の実施や図書館等の市民が利用する機関と連携した
啓発の実施等により、生活習慣病予防について啓発します。 

・ あんしん長寿相談所と連携し、運動機能低下や閉じこもり等のフレイル予防の啓発を実施します。 
 
■ その他 
・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例について、

あんしん長寿相談所やその他の関係機関と連携し、早期に対応し支援を行います。  
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３ 比叡すこやか相談所（中北部ブロック） 

＜現状データ＞ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

279
母子 836
成人・高齢者 145
精神 31
母子 177
成人・高齢者 1
精神 9
母子 6
成人・高齢者 21

母子健康手帳交付数

健康相談件数（延件数）

訪問活動件数（延件数）

健康教育回数

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

47,154 49,258
6,688 7,042

27,651 29,058
12,815 13,158

0歳児人口（人） 414 425
0～4歳人口（人） 2,178 2,260
75歳以上人口（人） 6,394 7,661

27.2 26.7
2,567 2,838

高齢化率（％）
要支援・要介護認定者数(人)

（4月1日現在）(＊令和5年）
要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

人口（人）
0～14歳人口（人）
15～64歳人口（人）
65歳以上人口（人）

再
掲

＊＊＊＊
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＜現状（地域活動より）・課題＞ 
・ 中北部ブロックでは、ブロック内の５学区のうち、日吉台学区は高齢化率が５０．２％と市内３７学区

中最も高く、一方、下阪本学区は２０．０％と４番目に低くなっています。高齢化が進む地域と新興住
宅地を含む若い世代が多い地域があり、それぞれに異なる健康課題があります。 

・ 田畑が新興住宅地に変わり、転入者が年々増加している学区もあり、０～４歳人口は平成３１年（２
０１９年）と令和６年（２０２４年）を比較すると、市内で唯一増加しています。出生数が増えている
ことから、安心して子育てできる環境の整備が求められています。また、自治会の加入率の低下に伴い、孤
立化の進行や地域コミュニティの希薄化が懸念されています。 

・ 国保特定健診結果（令和 5 年度）では、ブロック内の５学区全てにおいて、メタボリックシンドローム該当
で「血糖」又は「血糖・脂質」の基準値を超えている人の割合が県平均より高くなっています。また大津市
国民健康保険被保険者の医療受診状況では、4 学区において「慢性腎臓病（透析）」の割合が市平
均より高くなっています。 

・ 支援を必要とする妊婦や虐待、閉じこもりといった事例や、精神疾患、発達障害等を抱える人の親が高齢
化したことに伴い支援が必要となる事例等、粘り強く丁寧な関わりや他機関との密接な連携が必要な事例
が多くなっています。 

・ 比叡すこやか相談所は、令和５年（２０２３年）１０月に平和堂坂本店内に移転しました。以降、す
こやか相談所での健康相談の来所者は増加傾向にあることから、利便性が向上したことが影響しているもの
と考えられます。 

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野  
・ 転入者が多く、育児支援者が身近にいない人も多いことから、妊娠期からの丁寧な関わりと支援

を行います。 
・ 孤立を予防するため、地域の子育て広場、児童館等と連携して、地域に根差した活動を推進し

ます。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 多職種や関係機関と連携し、生活習慣病や閉じこもりの予防に取り組みます。 
・ すこやかだよりでの周知、健康教育や健康相談の場を活用し、国保特定健診受診者に対する重

症化予防対策事業に取り組みます。  
 
■ その他 
・ ハイリスク家庭や重層的支援が必要な家庭に対して、関係機関と連携しながら、迅速かつきめ

細やかな支援を行ないます。 
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４ 中すこやか相談所（中部ブロック） 

＜現状データ＞ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

447

母子 730

成人・高齢者 241

精神 52

母子 232

成人・高齢者 5

精神 20

母子 21

成人・老人 17

訪問活動件数（延件数）

健康教育回数

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））

母子健康手帳交付数

健康相談件数（延件数）

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

51,528 52,633
6,440 6,316

30,474 31,041
14,614 15,276

0歳児人口（人） 387 372
0～4歳人口（人） 2,103 1,961
75歳以上人口（人） 7,512 8,704

28.4 29.0

2,969 3,246
要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口（人）

0～14歳人口（人）

15～64歳人口（人）

65歳以上人口（人）

再
掲

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

高齢化率（％）
要支援・要介護認定者数(人)

（4月1日現在）(＊令和5年）
＊＊＊
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＜現状（地域活動より）・課題＞ 

・ 中部ブロックには、京阪びわ湖浜大津駅やＪＲ大津駅があり、京都・大阪への交通の便が良い地域です。 
・ 近年、マンションの建設等の影響もあり、転入者が年々増え、人口は増加傾向にあります。 
・ ブロック内で増加している大型の集合住宅では生活実態の把握が困難な状況です。 
・ 母子健康手帳交付時の聞き取りの中では、高齢初産婦や「支援者がいない」と回答される妊婦が他のブロ

ックより多い傾向にあります。 
・ 大津市国民健康保険被保険者の生活習慣病に関する医療受診状況（令和 5 年度）をみると、脳血

管疾患の診断を受けている人の割合が、男女とも市平均より高くなっています。生活習慣の改善や早期発
見・早期受診等重症化する前に予防する必要があることから、図書館と連携し、生活習慣病予防の啓発
事業を実施しています。また、健康推進員等と連携し、骨粗しょう症予防や健康づくりに関する健康教育を
実施しています。 

・ 大津市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和４年）において、中部ブロックは他のブロックよりも「転
倒リスクのある高齢者」の割合が高くなっています。 

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野 
・ 転入者や育児支援者がいない人等、子育てに関する不安や悩みを抱えた妊産婦に対し、関係

機関と連携しながら、丁寧な関わりと支援を行います。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 図書館との連携や子育て広場等を活用し、地域の課題に応じた生活習慣病予防の啓発に取

り組みます。 
・ 国保特定健診受診者に対する脳血管疾患等の生活習慣病の重症化予防対策事業に取り組

みます。 
・ 地区組織や関係機関、あんしん長寿相談所と連携し、転倒・骨折予防に関する情報提供や

健康教育に取り組みます。 
 
■ その他 
・ 生活実態のつかみにくい大型集合住宅等における孤立やひきこもり等の課題を把握し、早期に

対応するため、地区組織等との連携強化に努めます。 
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５ 膳所すこやか相談所（中南部ブロック） 

＜現状データ＞ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

276
母子 1536
成人・高齢者 148
精神 1249
母子 544
成人・高齢者 44
精神 53
母子 33
成人・高齢者 28

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））
母子健康手帳交付数

健康相談件数（延件数）

訪問活動件数（延件数）

健康教育回数

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

61,287 60,513
8,296 7,687

37,115 36,419
15,876 16,407

0歳児人口（人） 481 387
0～4歳人口（人） 2,613 2,125
75歳以上人口（人） 8,196 9,460

25.9 27.1

2,849 3,230

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口（人）

0～14歳人口（人）

15～64歳人口（人）

65歳以上人口（人）

再
掲

高齢化率（％）
要支援・要介護認定者数(人)

（4月1日現在）(＊令和5年）
＊＊
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＜現状（地域活動より）・課題＞ 
・ 中南部ブロック内には、ＪＲ２駅、京阪電車８駅があり、ＪＲの駅より琵琶湖側は高層マンションが数多く

建設され、京都・大阪からの転入が多く人口が増加している学区もあります。 
・ 転入者の中には、実家や知人が遠方である等の理由により日常的に子育ての支援者が不足している親子

がいます。また、ＪＲの駅より山手側の住宅では公共交通機関が少なく、外出に苦慮している親子もいます。 
・ 国保特定健診の結果（令和 5 年度）、メタボリックシンドロームの該当者は 3 学区で市平均より高く、予

備群としては２学区で市平均より高くなっています。ブロック内に病院が４か所あるなど医療機関が多い地
域ですが、受診や保健指導等につながりにくい人も見受けられます。このことから、ブロック内の病院と連携し
た生活習慣病に関する啓発活動や地区組織主催の健康フェスティバルに協力するなど、健康づくりの啓発
活動を積極的に行っています。 

・ ブロック内には大企業や工場があり、付近に住宅を購入された人が高齢化してきている地域があります。また、
駅や商業地の近くの利便性の高い集合住宅で地域のつながりを持ち生活していた人々の高齢化も進行し、
近年、介護保険の認定率が上昇してきています。 

・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例が特に多い地域で
す。 

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野  
・ 転入者が多いことから、親子が孤立せず、安心して育児ができるよう、妊娠期・新生児期から個

別に丁寧な支援を行います。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 健康相談や健康教育等の場において、成人期から高齢期までの健康管理、特にメタボリックシン

ドローム等の生活習慣病対策に関する取組を推進し、介護予防につなげます。 
 
■ その他 
・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例について、

あんしん長寿相談所やその他の関係機関と連携しながら、早期に対応し支援を行います。 
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６ 南すこやか相談所（南部ブロック） 

＜現状データ＞ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

166
母子 416
成人・高齢者 192
精神 180
母子 219
成人・高齢者 20
精神 29
母子 20
成人・高齢者 26

母子健康手帳交付数

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））

健康相談件数（延件数）

訪問活動件数（延件数）

健康教育回数

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

35,102 33,741
4,120 3,575

20,043 18,684
10,939 11,482

0歳児人口（人） 201 171
0～4歳人口（人） 1,119 990
75歳以上人口（人） 5,163 6,412

31.2 34.0

1,833 2,172

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口（人）

0～14歳人口（人）

15～64歳人口（人）

65歳以上人口（人）

再
掲

高齢化率（％）
要支援・要介護認定者数(人)

（4月1日現在）(＊令和5年）
＊＊＊＊
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＜現状（地域活動より）・課題＞ 
・ 南部ブロックは、公共交通機関がバスのみであり、交通の便が悪くなっています。 
・ 少子・高齢化が進行し、高齢化率は３０％を超え、人口が減少し、自治会加入率も年々減少して

います。出生数や未就園児も減少していますが、高齢初産婦は増加しています。 
・ 地域の子育てサロン等で実施する母子健康教育への参加者は減っていますが、育児不安が高い人等

への訪問支援は増えてきています。 
・ ブロック内に病院や精神科の診療所がなく、入院や精神科受診が必要な時はブロック外へ移動する必

要があります。 
・ 子育て支援に関わる地域の関係機関等が地域の実情に即した支援体制を構築し、妊娠期からの支

援に取り組んでいます。 
・ 国保特定健診結果（令和５年）において、メタボリックシンドローム該当で「血糖・血圧・脂質」の基

準値を重複して超えている人の割合が、市平均より高い傾向にあります。このことから、南すこやか相談
所では、小学校や図書館、地区組織（健康推進連絡協議会、民生委員児童委員協議会連合
会等）と連携して、生活習慣病予防や健康づくりの健康教育や啓発を行っています。 

・ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和４年）では、運動器、身体機能等に関する全ての評
価項目において、市平均よりもリスクが高い結果となっています。特に、閉じこもり傾向、低栄養の疑い、
そしゃく機能低下がみられる高齢者の割合は市内で最も高くなっています。 

・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例について、地
域の関係者やあんしん長寿相談所からの相談が増えてきています。 

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野  
・ 妊娠期から個別の関わりを丁寧に行い、地域の関係者や関係機関と連携しながら、親子が心身とも

に健康で安心して地域で暮らせるように取り組みます。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 健康寿命延伸のために、若年層からの生活習慣病の発生・重症化予防や健康づくり、フレイル予防

の啓発を地域の関係者や関係機関と連携して取り組みます。 
 
■ その他 
・ 医療機関が遠いことから、未受診や精神的に課題を抱え相談につながっていない人に対して、丁寧に

訪問等の対応をしていきます。 
・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例について、あ

んしん長寿相談所やその他の関係機関と連携しながら、早期に対応し、誰もが安心して健康に暮ら
せるように支援を行います。   
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7 瀬田すこやか相談所（東部ブロック） 

＜現状データ＞ 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

＜ブロックの特性を示すデータ＞ 

643
母子 1045
成人・高齢者 49
精神 314
母子 458
成人・高齢者 15
精神 78
母子 12
成人・高齢者 18

健康教育回数

相談所活動状況
（令和５年度（２０２３年度））
母子健康手帳交付数

健康相談件数（延件数）

訪問活動件数（延件数）

平成31年
（2019年）

令和6年
（2024年）

76,388 77,281
12,638 11,371
48,197 48,865
15,553 17,045

0歳児人口（人） 702 561
0～4歳人口（人） 3,853 3,076
75歳以上人口（人） 7,279 9,269

20.4 22.1

2,583 3,256
要支援・要介護認定者数は大津市統計年鑑

人口（人）

0～14歳人口（人）

15～64歳人口（人）

65歳以上人口（人）

再
掲

人口等の状況
（人口：3月31日現在、大津市住民基本台帳）

高齢化率（％）
要支援・要介護認定者数(人)

（4月1日現在）(＊令和5年）
＊＊
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＜現状（地域活動より）・課題＞ 
・ 東部ブロックの高齢化率の平均は２２．１％であり、本市の平均の２７．８％よりも低くなっていま

すが、学区によって状況は大きく異なります。また、０～４歳の人口は市内の１／４を占めており、比
較的若い世帯の多い地域です。   

・ 近隣に複数の大学があり、留学を機に家族で来日している人もおり、本市の０～４歳の外国人住民
の５１％にあたる６５人（令和６年（２０２４年）３月３１日現在）が居住しています。これら
の外国人住民の国籍は様々であり、言語や生活習慣等の違いにより、戸惑いや不安を抱えながら過
ごす親子が多いことから、外国人相談会等を実施しています。 

・ 国保特定健診結果（令和５年度）では、メタボリックシンドローム該当者で「血圧・脂質」の基準値を
重複して超えている人の割合が、ブロック内の６学区中５学区で全国平均９．６％より高い結果と
なっています。このことから、地域の広報誌や子育て広場、高齢者サロン、文化祭等のイベントにおいて、
生活習慣病予防に関する啓発を行っています。 

・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例等の複雑化
した課題を抱えている相談が増加傾向にあります。  

 
 

＜取組（地域課題からの重点的な取組）＞ 
■ 母子保健分野  
・ 外国人相談会等の個別の状況や地域の特性に応じた関わりを丁寧に行い、外国人を含めた全

ての親子が健康に妊娠・出産・子育てができるよう支援を行います。 
 
■ 健康づくり・高齢者支援分野 
・ 生活習慣病の重症化リスクのある人への個別支援や健康教育を行い、重症化することなく健康

的に生活できるよう支援を行います。 
・ 地域の広報誌やイベント等において地区組織等と連携し、生活習慣病予防の啓発を行います。 
 
■ その他 
・ 精神疾患や発達障害等を抱える人の親が高齢化したことに伴い支援が必要となる事例等につ

いて、あんしん長寿相談所やその他の関係機関と連携しながら、早期に対応し支援を行います。  
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第６章 計画の推進体制と進捗管理 

１ 推進体制と役割 

 本計画は、本市の保健医療分野を中心とした施策を体系づけた中期的な指針として位置付
けており、本計画の推進に当たっては、市民を始め、関係する多様な主体による一体的な取組が
必要です。このため、関係者と取組の進捗状況や課題の改善状況を共有し、連携を図りながら
取組を推進します。 

（１） 市民 
市民の一人一人が、自ら積極的に健康づくりや疾病予防に努めることが必要です。定期的

に健（検）診を受診して自らの健康状態を確認し、運動や食生活の改善など適切な生活
習慣を身につけることが重要です。また、健（検）診で検査数値に所見がある場合は、適切
にかかりつけ医を受診し、疾病の発症や重症化を予防することも重要です。市民自身が医療
情報を収集し、医療機関を適切に利用することも期待されています。 

 
（２） 行政（本市） 

本市は、市民への医療、健康に関する知識の普及啓発といった一次予防＊、がん検診や
特定健診・特定保健指導などの二次予防、疾病の重症化予防などの三次予防に関する施
策を企画、実施することにより、市民の健康を支えていきます。 

市民がいつまでもいきいきと安心して暮らせるよう、救急医療提供体制、在宅医療の体制
整備、医療と介護の連携など、地域の実情に応じた医療体制を構築します。 

本市が単独で二次医療圏を構成していること、保健所設置市であることを踏まえ、滋賀県
と連携、協力しながら、総合的な保健医療施策を推進します。 

 
（３） 医療機関、専門職能団体等 

医療機関は、計画に記載する保健医療体制における役割を認識し、利用者の視点に立っ
て切れ目のない良質な医療を提供するとともに、限られた資源を効率的かつ効果的に活用す
るという視点から、自施設の機能と役割を把握し機能分化を図ることが必要です。また、病院、
診療所、薬局、訪問看護ステーション等の多機関、多職種が連携することにより、市民への質
の高い保健医療サービスの提供が求められています。 

保健医療に係る専門職能団体等は、公衆衛生、社会資源としての医療の公共性を理解
し、本計画推進への積極的な関与、協力が求められます。 

 
（４） 医療保険者 

医療保険者は、事業主、医療機関等との連携を図り、特定健康診査、特定保健指導を
効率的かつ効果的に実施することにより、健康増進、生活習慣病の予防、介護予防へ貢献
することが求められています。また、レセプト＊情報に基づく医療費分析等を行い、被保険者等
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の健康状況を把握し、被保険者の特性に応じた生活習慣病対策、健康づくり、医療の適切
な利用について、市民への啓発を推進していくことが期待されています。 
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２ 進捗評価及び進行管理 

本計画は、９つの分野ごとに設定した目標（目指す姿）の達成に向け、毎年度、具体的な
取組とその成果について評価を行います。 

本計画をより実効性のあるものとするために、分野ごとに目指す姿を明らかにし、各分野における
課題の解決に向けた具体的な取組及びその成果を明示するとともに、それぞれに指標設定を行い
ました。指標は、客観的な評価ができるよう数値目標としています。本計画を着実に推進するため、
毎年度、設定した数値指標に対する実績値等、具体的な取組及びその成果の状況を把握し、
進捗評価を行います。なお、評価に使用する数値は、評価時点において最新のものとします。 

評価は、ロジックモデルを活用し、具体的な取組とその結果が、取組の成果（中間アウトカム）、
さらには目指す姿（最終アウトカム）にどのような効果をもたらしたかという観点により行います。 

計画期間は、令和７年度（２０２５年度）から令和１２年度（２０３０年度）までの
６年間とします。計画開始後３年目に中間評価を行い、必要に応じて内容を見直し、計画の
実効性を高めていきます。 

なお、本計画の進捗評価については、大津市保健所運営協議会で報告を行い、関係者間
で目指す姿の実現に向けた課題の改善状況を共有し、更なる取組の展開へとつなげ、取組によ
る成果を継続的に高めていくこととします。 

【図６－１】 計画の進行管理 
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資料 
付録 

１ 市民意識調査の結果 
第４期大津市保健医療基本計画を策定するに当たり、保健医療について、市民の意識・実態

を調査しました。調査結果は、平成３１年３月に策定した第３期大津市保健医療基本計画の
評価資料とするとともに、第４期計画を策定するための基礎資料としました。 

（１） 本計画策定に関する市民意識調査の概要 

№ 項目 内容 
1 対象地域 大津市全域 
2 調査対象 大津市内在住の 20 歳以上 85 歳未満の住民から 3,500 人

（無作為抽出） 
3 回答状況 1,534 人（回収率 43.8％） 
4 調査方法 郵送法・インターネット調査法の併用 
5 調査期間 令和 6 年（2024 年）2 月 13 日～2 月 29 日 
6 調査項目 本計画策定に関する市民意識調査 

①健康づくりについて 
②母子保健について 
③高齢者支援について 
④感染症対策について 
⑤生活衛生対策について 
⑥医療体制・医療安全について 
⑦難病支援について 
⑧精神保健について 

集計方法 
• 基礎データ：各回答に対して下記の通り配点を行っています。 

回答 配点 

できている 10 

まあまあできている 7 

あまりできていない 4 

できていない 1 
• 平均値：有効回答の配点合計を有効回答総数で割った値 
• 標準偏差：各配点の数値から配点合計の平均を差し引いた値の二乗を合計し、さらに回答

総数で割った値の正の平方根の値 

作成中 


